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資料紹介
スペイン経済： 1981年（上）一ースペイン銀行
『年次報告』より＊＿＿
? ?
義
はしがき
フランシスコーフランコーバーモンデ没 (75年11月）後の民主スペインでは， この独裁
者の社会的政治的影響を払拭するのに，一＿折悪しく，独裁政権末期に第一次石油危機が
重なり，順調な高度成長から一転して経済的にも大混乱に陥ったのであるが，その経済対
策を後回しにして一ーとりあえず最大限の努力が払われたものと思われる。にもかかわら
ず，そうした民主化の悲願を踏みにじるような出来事がこの1981年2月23日に起こった。
フランコの亡霊ともいうべき「治安警備隊」約150名がクーデターを企図して国会を占拠
したのである（この事件については， 本誌40巻2号168ページを参照。なお，その時の首
謀者であるミランス・デル・ボッシュ元中将は， 199倍!=-7月1日に高齢 (75歳）を理由に
刑期の3分の1を終えたところで， 9年と127日ぶりに仮釈放された）。この事件は，幸い
にして事なきを得た。そして，同年12月9日にやっとスペインは，西側世界の一員として
まず政治的に認められ， NATO加盟に調印した（一説には， その見返りとして， ヒ゜カソ
のゲルニカが，彼の意志で1939年以降預けられていたニューヨーク近代美術館からプラド
美術館の別館へ9月10日に返還された）。だがスペイン経済の内実は， 本書からも窺われ
るように，各種の経済措置が案出されるだけでその実が挙がらず，まだ混沌としていた。
経済的にも西側世界の仲間入りを果たすには， 2度にわたる石油危機とフランコ没後の政
治的大転換を契機に暴騰したエネルギー価格と賃金にかかわる，二重の調整プロセスを経
なければならず，結局86年1月のEC加盟までおあずけを食うことになる。換言すれば，
この1981年は，後回しにされた経済問題とりわけインフレと失業の問題解決に，やっと本
腰を入れ始めることが出来るようになった最初の年である，といえよう。
＊本稿は， 1990年度の関西大学・学術研究助成基金による共同研究（テーマ：「南欧NIES
と東アジア NIESの経済・社会発展の比較研究」）の成果の一部である。
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なお，この年のスペイン銀行「年次報告： 1981年版」 lnformeAnual 1981の目次は，
以下のとおりであり，小稿はその第2章の前半を訳出したものである。
且次
第1章国際経済
1節 1981年の国際経済の全般的推移
1.1 工業諸国
1. 2 産油途上国
1. 3 非産油途上国
2節 1981年の外為市場と金市場の推移
2.1 諸主要通貨の為替レートの動向
2.2 金価格
2.3 1981年におけるペセタの為替レートの推移
3節 1982年の世界経済の見通し
第2章スペイン経済
1節概要
2節生産，需要物価，雇用
2.1 生産
2.1.1 第一次産業
2.1. 2工業
2.1. 3 建設業
2.1. 4 サービス業
2.2 需要
2.2.1 国内需要
2.2.2 外国需要
2.3 物価と生産コスト
2.4 生産諸要素の利用：雇用
2.4.1 雇用，生産性，失業
2.4.2 労働市湯と雇用政策
2.5 1981年における公共部門
2.5.1 歳入
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2.5.2歳出
第3章金融政策
1節金融政策の目標と展開
2節マネーサプライ
3節金融資産，金融市場，利子率
4節 信用システムの資産（貸付）と公共・民間両部門へのファイナンス
第4章スペイン経済のファイナンス
1節スペイン経済の金融面の不均衡
2節利子率の推移
3節政府部門へのファイナンス
3.1 政府部門へのファイナンス
3.2 国へのファイナンス
3.3 その他の政府関係機関へのファイナンス
4節民間部門へのファイナンス
4.1 民間部門の金融資産の推移
4.2 民間部門の負債の推移
5節信用システムと信用協同組合の推移
6節証券市場
6.1 確定利付き証券市場
6.2 変動利付き証券市場
7節 スペイン経済の外国からのファイナンス
なお，巻末には，①1981年1月~82年4月期に採択された主な金融政策措置と，③銀行
制度の管理規準の一覧表が， ApendiceEstadisticoとともに載せられている。
略号一覧
EPA : Encuesta p0blaci6n activa. 
INE: Instituto Nacional de Estadistica. 
労働力調査
国民統計協会
MOPU : Ministerio de Obras Publicas y Urbanismo. 公共事業・都市整備省
RENFE : Red Nacional de Ferrocaliles Espaftoles. スペイン国有鉄道
8EOP AN : Asociaci6n Empresas Constructoras de Ambito Nacional 
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全国建設企業連盟
UNESA : Unidad Electrica, S. A. ウニダー電力株式会社
なお，〔 ）は原書のカッコを，（ ）は訳者による加筆を示す。
スペイン経済
1. 概要
前章で指摘したように，スペイン経済の短期的な推移という視点からみれば1981年は，
19,79年~80年の第二次石油価格急騰によって生じた景気収縮局面に属しているが，より広
い観点にたてば1981年は， 1973年~74年のエネルギー高騰でもって始まった，緩慢な調整
と深刻な苦難の時期に含まれる。このいずれの見方をとるにせよ， 1981年のスペイン経済
の推移を考察するには，より長期にわたるプロセスから（その年の経緯を）人為的に切り
取ってこなければならない。
2・-1図にはEEC諸国とスペインの経済状況を示す一連の指標が載っているが，それ
はヨーロッパ諸国経済が経験した最近の景気循環の波の基本的な特徴を明らかにしてお
り，また同じ時期にスペイン経済が，周知のように，これと並行した推移をたどったこと
を示している。 1979年中頃から堅調になった石油価格の上昇は， ヨーロッパ諸国が記録し
てきた経済活動の改善プロセスを中断させ， 1980年後半から1981年前半にかけて最低の局
面をもたらすことになる（活動）低下傾向を誘発したが， 81年下半期には徐々に再活性化
の兆侯が見え出した。スペイン経済は，こうしたヨーロッパ諸国の経済循環と同じパター
ンをたどったとはいえ，いくつかの異なった特徴をもっていた。すなわち，調整がより緩
慢なスペイン経済は，新たな収縮のインパクトが見られた1979年に， ョーロッパ諸国より
も一層芳しくない経済状況下にあったが， しかし非農業部門の低下傾向の相対的な強さ
は， EC諸国全体におけるよりも小さかったようであり，また， 1980年下半期から1981年
上半期に収縮局面が底を打ったのち， 1981年後半になってスペイン経済も回復のいくつか
の兆しを見せるようになったのである。
スペインは石油輸入に強く依存している国であり， 1978年に依然としてその一次エネル
ギー必要量の66%が輸入によってカバーされていた。その結果スペインは，輸入原油の高
騰にたいしてヨーロッパの平均的な国よりも一層感応的である。輸入原油のドル建て平均
価格は1980年から1981年にかけてさらに 9.7彩上昇し， 1981年のその価格水準は1978年の
平均を142彩も上回っていた。換言すれば，石油価格の第二次高騰は， 1979年の所得単位
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2-1図最気循環：スペインとEEC
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出所〕 Ministerio de IndustriaとEurostat.
a〕生産予測と完成品在庫〔ただし符号を変えたものJに対応する諸結果の算術平均。
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2 -1表主なマクロ経済指標の推移〔a〕
1980年 1981年絶対額 1981年変化率 GDP 
絶対額 格198で0年表価示1時価表示 実質 l価格 1名目
成度の長寄へ与
1. 民間消費 10,631.3 10,510.0 12,043.6 -1.1 14.6 13.3 -0.8 
2. 公共消費 1,729.5 1,763.9 1,997.6 2.0 13.2 15.5 0.2 
3. 総資本形成 3,117.7 2,933.3 3,436.9 -5.9 17.2 10.3 -1.2 
3.1. 固定資本 2,848.7 2,890.7 3,387.9 1. 5 17.2 18.9 0.3 
3. 1.1. 建設 1,826.2 1,817.1 2,153.3 -0.5 18.5 17.9 -0.1 
3.1. 2. プラント 1,022.5 1,073.6 1,234.6 5.0 15.0 20.7 0.4 
3.2. 在庫変動 269.0 42.6 49.0 . ． . -1.5 
4. 国内需要〔1~3〕 15,4?8.5 15,207.3 17,478.1 -u 14.9 12.9 -1.8 
5. 財・サービス輸出 2,379.2 2,571.2 3,048.4 8.1 18.5 28.1 1. 2 
6. 財・サービス輸入 2,771.1 2,640.8 3,417.3 -4.7 29.4 23.3 0.9 
7. 経常海外余剰〔5-6〕 -391. 9 -69.6 -368. 9 2. 1 
8. 国示内〕総〔4+生産?〕 〔市場価格表 15,086.6 15,137.7 17.109.2 0.3 13.0 13.4 0.3 
9. 第一次産業 1,069.2 951. 8 1,027.7 -11.0 8.0 -3.9 -0.8 
10. 工業部門 4,095.8 4,096.8 4,527.7 〇.0 10.5 10.5 0.0 
1. 建設部門 1,028.3 1,028.3 1,155.0 0.0 12.3 12.5 0.0 
12. 第三次産業 8,179.5 8,330.8 9,416.4 1. 8 13.0 15.1 1.1 
13. 国示内〕総〔9生~産12〕〔要素費用表 14,m.B 14,407.7 16,126.8 0.3 11.9 12.2 0.3 
出所〕 Banco de Espana. 
a〕⑲82年4月29日現在の推計値。
でみて同年のGDPの5.4%に相当する石油代金の支払増を， 1980年から1981年にかけて
スペインに負損させたのである。そのうえ， ペセタの実質的実効為替レートは1979年か
ら大幅に減価したが，これは，同じ時期に諸外国にたいするスベインの実質交易条件を悪
化させた追加的な要因であった。全体としては一つまり，名目的実効為替レートの変動
ゃ，ペセタ建て輸出価格と外国通貨建て〔エネルギー・非エネルギー〕輸入価格の相対的
変動を考慮に入れれば一ーこうした財・サービスの交易条件は， 1980年~81年期に19.5%
悪化し，そしてこの二年間に6.6形台の実質生産（所得）を諸外国にむけて累積的に移転
もしくは喪失させたことになる〔1〕。その時期の為替レートの減価は， 当時のインフレ
口 1979年の実質GDPに対する比率で（計った）この両年にわたる実質生産の喪失の累
積額によって計測。
110 
スペイン経済・・1981年（上）一ー スペイン銀行「年次報告」よりー ―-(楠） 973 
格差や金融の逼迫度によってのみ説明できるものではなく，むしろ何年も前から続いた諸
現象の影響も受けているのは明らかである。しかしながら，上記の数値は，実質国民可処
分所得の喪失という形で，この3年間にスペイン経済が外国部門から受けてきた（景気）
抑制効果の重要性に思い至らせ，またこうしたルートをつうじて国内価格がこうむってき
た上昇圧力にも思い至らせるものである。
2-1表には， 1981年のスペイン経済の主なマクロ変数についてスペイン銀行の調査・
研究局がおこなった推計が載っている。その推計によれば，この年の国内総生産GDPは
実質で， 1980年〔1.2彩〕よりもかなり低い0.3彩の成長をしたにすぎない。しかしながら
これらの年率には，農業シーズンの相異なる成果が非常に大きな影響を与えている。 1980
年は豊作で， 1981年は大不作の年だったからである。第一次産業〔農業と漁業〕の総付加
価値は， 1980年に実質で8.9彩増加したが， 1981年には1彩も落ち込んだ。 もしこの産業
を除くと，第二次産業〔工業と建設業〕と第三次産業〔サービス業〕を合わせたGDPの
実質成長率は， 1980年に0.6%そして1981年にはL堕をになる。
工業と建設業の付加価値は一ー1980年に工業付加価値がわずかに〔0.5%〕増加し， 建
設業付加価値は強く〔ー6.5彩〕後退したのに対して一一1981年には停滞していた。それ
ゅぇ，非農業部門のGDP全体の実質成長率が1980年から1981にかけてわずかながらも伸
びたのは，①サービス業で大きくなった実質成長率と，②これまで建設業に見られた低下
プロセスに歯止めが掛かったことに起因していた。
提示された推計によれば総GDPは， 1980年下半期と1981年上半期に最も衰退した局面
を記録し，半期ベースの実質成長率〔年率換算〕は，この両半期にそれぞれ0.2%と0.1彩
になったが， そののち1981年後半には0.8彩に高まったのである。農業での急激な変動に
よる直接の影響を除くために，第二次と第三次産業からなるGDPを用いると，下降局面
の最低点は1980年後半に位置していることが分かる。その時期に主として建設部門がひど
く落ち込んだために， 半期ベースの実質成長率は一0.2彩になったのである。 1981年はい
くらかより堅調であり，同年後半には活気も出てきたので，第二次と第三次産業を合わせ
たGDPの半期ベースの実質成長率〔年率換算〕は，同年の両半期にそれぞれ1.1%と2.3
径になった。
需要側〔2-2表〕について言えば，経済活動が盛り返したのは，経常海外余剰に由来
していた。というのも， 1980年から1981年にかけて財・サービスの輸出が実質的に大きく
〔8.1彩〕伸び，同時に輸入が実質的にかなり〔ー4.7%〕低下した結果，この海外余剰の
拡張効果が高まったからである。逆に，内需は1981年に，前年のわずかな拡張に対して実
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2-2表総需要と付加価値： 1980年~81年
需要
1. 民間消費
2. 公共消費
3. 総資本形成
3.1. 固定資本形成
3. 1.1. 建 設
3.1. 2. プラント
3.2. 在庫変動〔a〕
4. 国内需要
5. 輸出
6. 輸入
7. 国内総生産〔市場価格表示〕
付加価値
8. 第一次産業
9. 工業
10. 建設業
1. サービス業
12. 国内総生産〔要素費用表示〕
出所〕 !NEとBancode Espana. 
a〕国内総生産〔市場価格表示〕成長への寄与分。
1980/1979 
〔％〕
1.1 
4.2 
1. 6 
-1.0 
-6.0 
9.1 
0.5 
1.6 
2.8 
5.4 
1. 2 
8.'9 
0.5 
-6.5 
1. 6 
1. 2 
実質変化率
1981/1980 
〔彩〕
-1.1 
2.0 
-5.9 
1. 5 
-0.5 
5.0 
-1.5 
-1. 7 
8.1 
-4.7 
0.3 
-11.0 
0.0 
0.0 
1.8 
0.3 
質的後退〔ー1.7%〕を記録し，その結果， 経済活動を消沈させる効果を及ぼした。 こう
した動向を生じさせた要因は， 民間消費需要， 在庫取崩し， そして建設投資に求められ
る。実質民間消費がかなり〔ー1.1%〕後退した基本的な原因は， 消費者が支出できる実
質可処分所得の低下にある〔1〕が，これはまた不作と雇用低下の結果なのである。とい
うのも，．一人当たり実質賃金は同年わずかに上昇し，また家計にたいする政府の純移転支
払も大きく増加したからである。在庫変動の収縮効果は一農産物と畜産物の在庫減〔こ
れは農業での不作と悪い気象条件を反映している〕と，輸入あるいは国産の原材料・半製
品および完成品の在庫減が生じたために一非常に大きかった。最後に建設投資は， 1980
年のひどい落ち込みに比べれば，公共投資の剌激をうけた1981年に状況は改善されたにも
1〕Ape叫蕊医四印coの←祁表をみふ
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かかわらず，この両年にかけて依然としてマイナスの実質成長率〔ー0.5彩］を記録した。
内需のうちで最も拡張的な項目は，プラントにおける資本形成であったが，これは，エネ
ルギ一部門や輸送・通信部門で投資がおこなわれ，また資本による労働代替のプロセスや
他のエネルギー源による石油代替のプロセスが進行した結果，実質で5彩も伸びたのであ
る。
大別した経済主体ごとに見ると，まず公共部門の需要は，＿消費の実質増〔2彩〕と
特に投資の実質増〔24.2彩〕をつうじて一ースペイン経済に短期的な拡張効果を与えた。
他方，公共部門の民間部門にたいする移転支払の純効果は，後者の所得と需要を維持する
のに貢献した。逆に，民間部門の需要は，プラント投資を除けば，収縮効果を発揮した。
経常消費のゆるやかな推移と，とりわけ新しい耐久消費財や住宅投資への需要の衰退は，
スベイン経済にマイナスの影響を及ぽした。当然ながらこれらはすべて消費財工業と住宅
建設の低迷に反映されたが，その反面，公共投資に密着した建設活動と投資財工業の動向
は改善されたのである。輸出の増大は，工業にもサービス業にも剌激をあたえた。またこ
うした増大は同年後半に集中したので，それは1981年後半に，民間消費需要の改善や公共
投資の剌激とならんで，経済活動を回復させる主な要因となった。
2-3表には，この2年間のスペイン経済における諸物価にかかわる主要なデフレータ
ーの変化率が載っている。その表から—―ーこの数年らい記録されたインフレ率の基本的な
鈍化傾向は，石油の第二次高騰の結果すべての経済がこうむった（価格）上昇圧力にもか
かわらず， 1981年にも持続された一ーと推論できる。しかしながら，内需デフレーターあ
るいはGDP〔市場価格表示〕デフレーターに注目すれば， 1981年におけるインフレの鈍
化のリズムはよわよわしかった。これは次のような3つの基本的な理由に基づいていた。
第ーは，輸入価格の大幅な上昇であるが，これの主たる原因の一部は， ドル建て原油価格
の高騰と，一部はペセタの減価―これは，その年に，世界にたいする平均実効為替レー
トで計って14鍬対ドル・レートで22彩にのぼった一ーに求められる。第二は，農産物価
格の上昇率の高まりであるが，これは消費者物価指数CPIの上昇を説明するうえで一一
CPI全体の14.6%の上昇のうち， 5.5彩ボイントに相当するので一一重要である。また
第三には，それほど重要ではないが，市場価格に占める間接税マイナス補助金のウエート
の高まりを挙げることができる。
しかしながら農産物価格の推移が不作の影響をうけたので，スペイン国内のインフレー
ションの中核と見なしうるところのダイナミズムー~これは，その国の労働コストと資本
コストならびに企業の利潤マージンの推移によって決まる一ーを検討する際には，非農業
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2-3表各種の主要なデフレーター
変化率
1980/1979 1981/1980 
需要
1. 民間消費 15.5 14.6 
2. 公共消費 16.4 13.2 
3. 総資本形成 16.8 17.2 
3.1. 総固定資本形成 16.8 17.2 
3. 1. 1. 建設 18.5 18.5 
3.1. 2. プラント 13.9 15.0 
3.2. 在庫変動 17.0 15.0 
4. 国内需要 15.9 14.9 
5. 財・サービス輸出 19.7 18.5 
6. 財・サービス輸入 36.1 29.4 
7. 国内総生産〔市場価格表示］ 13.3 13.0 
付加価値
8. 第一次産業 -1.0 8.0 
9. 非農業部門 14.4 12.2 
9. 1. 工業 13.5 10.5 
9.2. 建設業 14.1 12.3 
9. 3. サービス業 14.9 13.0 
10. 国内総生産〔要素費用表示〕 13.1 1. 9 
出所〕 INEとBancode Espana. 
GDP 〔要素費用表示〕デフレーターに注目したほうがよい。そのように（農業を除去）
すれば， こうした中核をなすインフレのスヒ゜ード（上昇率）の鈍化は1981年に，いくぶん
堅実に維持されたことに気づくであろう。この1981年に上記のデフレーターは， 1979年の
3.8ボイント，そして1980年の2.9ボイントの低下に続いて， その上昇率を2.2形ポイント
引き下げたのである。
国内の基本的インフレーションのこうした鈍化は，なによりも単位労働コストの抑制に
基づいていた。実際，雇用者一人当たり名目賃金〔社会保障費を除く〕は， 1980年の16.6
％に対して1981年には14.8%の上昇にとどまり，他方で雇用者一人当たり社会保障費の増
加率は， 1980年の20.9%から1981年には16.1形になった。全体として，雇用者一人当たり
総名目賃金は，前年の17.996増に対して1981年には15.1形増になったのである。そして一
人当たり生産性が， 1980年に一ー主として雇用が低下した結果―-4.5形向上したのに続
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いて1981年に3.5彩上昇したので，経済全体にとって単位労働コストは， 前年の12.8彩に
対して81年には11.2彩の上昇におさまったのである。非農業諸部門全体において，生産性
の変動が諸部門間で異なる結果，単位労働コストの低下は，この (80年と81年の） 2年間
に約3彩ボイントであったと思われるが，これは（農業を含む）経済全体についてよりも
大きな値である。しかしながら，他のコスト項目の増加率を考慮すれば，総コスト指標は
この両年に最終需要デフレーターのそれを上回る上昇率を記録し， したがって厳密な意味
での営業マージンは， 1980年も1981年もいくぶん圧縮されたに違いない。要するに，労働
市場の軟化が国内インフレにたいして抑制効果を及ぽし，さらにまた雇用の下方調整もこ
れに大きく貢献したのであるが，そうした調整をつうじて企業は一ースペイン経済が外国
部門や農業からかなりの価格上昇圧力を受け， しかも内需が弱々しかった (81)年に一一
そのマージンを擁護しようとしていた。
いずれにせよ， 1981年におけるスペインのインフレ率の低下は，消費者物価で計ると，
工業諸国全体の実績よりも控えめであった。スペインのインフレ率は1979年から緩やかな
鈍化（傾向）を示してきたのに対して，工業諸国の消費者物価の上昇率は， 1979年全体と
1980年第I四半期頃をつうじて加速したのである。しかしながら， 1980年の春以降，工業
諸国の消費者物価はスペインよりもずっと急速に鈍化しはじめた。かくてスペインと七大
工業諸国との〔消費者物価で計った〕インフレ率格差は， 1978年の12.8形ボイントから79
年に6.4ボイントヘ， そして1980年には3.3ポイントに縮まったのに， 1981年に再び4.6ボ
イントに拡大したのである。だが， こうしたインフレ格差の拡大も一ースペインと同様
に， 1981年にドルにたいして自国通貨が減価した結果，外国から大きな価格上昇の影響を
こうむったヨーロッパ諸国全体について計ると一ーかなり縮小する。
1981年に見られた非農業部門の実質単位労働コストの低下は，当該部門全体において実
質純営業余剰をわずかながら改善させたに違いない。もっとも，その配分は，各サプセク
ターや活動分野ごとに非常にまちまちであった〔しかも解雇補償金などの項目で支払われ
た多額の費用については，適切な情報が利用できないので考慮されていない〕。ともあれ，
資本使用コストが1981年に急激に増加したので，おそらくその年に農業と金融業を除いた
部門における企業の，厳密で実質的な意味での純利潤は一上で説明した理由により―
全体としては後退したであろう。営業余剰のわずかな改善（ただし上記の留保付き）は，
その大部分が雇用の削減をつうじて達成された。というのも非農業部門における就業者一-
人当たり3.8彩の生産増のうち，約2.5彩ボイントは雇用削減の機械的な結果なのである。
70年代をつうじて年々，実質労働コストの上昇は，たいした失業も出さずに持続可能ない
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ずれの経路からも離れて，大きく上方へ偏ってきた。しかもこのことは，エネルギー価格
の高騰がそれらの経路を下方にシフトさせつつあった時期に（生じていたのである）。 こ
うしたプロセスは近年その勢いを失ったとはいえ払拭された訳ではなく，企業の意志決定
において依然として重きをなしている。実際，石油価格の第二次高騰，その結果としての
平均可変費用の上昇圧力の高まり，そして需要の衰退によって，企業は1979年以降，解雇
の強化と雇用の削減をつうじて営業余剰をまもることを迫られてきた。このプロセスは，
前年よりも弱まったとはいえ1981年にも維持された。というのはそれぞれの年全体をつう
じて計ると，雇用は1980年の3.8彩減に対して1981年にも2.6彩減少したからである。こう
した現象は，雇用がわずかに増えたサービス業を除く，すべての生産部門に強い影響を与
えた。この数年らい労働市場が衰退しているために，労働力率（労働力人口／生産年齢人
ロ）が低下し， また労働力人口も停滞したにもかかわらず—ただし1981年には， 長年
らい初めて労働力人口のわずかな伸びが記録された一ー，雇用の低下によって失業率は大
きく高まり， 1980年第1V四半期に労働力人口の12.6劣から， 81年同期には15.4彩になった
のである。
経済の衰弱，失業の増加．危機と産業再編にかかわる諸問題，そして公共投資をつうじ
てある程度需要を剌激したいという欲求から，公共部門の総貯蓄は非常に低い水準のまま
で推移し，そして1981年には公共赤字の大幅増と公共部門のファイナンスの必要性が生じ
たのである。経常収入はその年，直接税が比較的ゆるやかに伸び，また間接税も前年より
上昇率を高めた結果,17.1彩増加した。他方，経常支出は16.8彩増加した。そのうち，公
共消資は，公務員の賃金・俸給，当該雇用，そして財・サービスの公的購入の伸びが低下
した結果，その増加率を下げたのに対して，経常移転支払は17.7%も増加した。その結果
1981年に公共部門の総貯蓄は， 増えたとはいえたった960億ペセタであった。同時に，土
地の純購入を含む公共投資はその年に急増し〔44.2彩〕， また公企業や自治（公共）機関
への資本移転と産業再編のためのそれも大きく伸びた〔37.8彩〕。 これらすべての結果と
して，公共赤字は1981年に6180億ペセク〔そのGDP比は，前年の2.8%から3.6%〕にの
ぼったが，そのうち4840{!俄は国と中央政府関係機関の赤字に対応している。
1981年に公債の（国内）発行も外国での起債も急増したにもかかわらず，赤字の60彩以
上はスペイン銀行によってファイナンスされねばならなかった。さらにスペイン銀行は，
「公的信用機関」 CreditoOficialが必要とする多額のファイナンスも充たさねばならな
かった。そしてこのことは，①諸外国の金融市場における利子率の上昇と変動に由来する
逼迫と，Rドルの増価 C:上昇）への強い動きとも相まって，• その年における金融政策の展
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開を大きく左右し，また大いに困難にしたのである。公共赤宇の貨幣的ファイナンスは，
マネタリー・ベースや銀行システムの流動資産の拡張に反映されたが，こうした拡張は，
スペイン銀行の側で流動性を吸い上げる行動によって相殺されなかった場~お所期の金融
政策目標ー一それは，公衆の手元にある流動性の増加率を， 16.5彩に中心をおいた一定の
幅におさめることにあった一ーと相いれない，貨幣量の強い加速的な増加をもたらしたで
あろう。そして，こうした相殺的操作のゆえにスペイン銀行は，国債や該渡性預金CDを
民間銀行に多量に引き受けさせることになった。他方，アメリカの利子率の急鵬，その結
果生じた利子率格差の拡大，そして諸国通貨全体にたいするドルの大幅な増価から，一般
にヨーロッパ各国の通貨当局が直面しなければならなかったのと同じ問題が一ーすでに本
「年次報告」第1章で述べられたように一ースペイン通貨当局にも提起されたのである。
しかもスペインの場合その問題は，ファイナンスされねばならない経常収支の深刻な赤宇
によって特徴づけられている。ペセタにたいするドルの増価（上昇）を思い切って制限し
ようとすれば，外貨準備の禁止的（ひどい）喪失か，もしくは—現在の経済活動と雇用
状況の下ではヨーロッパのいかなる国も編成する用意がない一一非常に緊縮的な金融政策
が必要とされたであろう。もしそんなことになっていたら，ペセタは，スペインの財・サ
ービスが競争している諸国の大半の通貨にたいして，望ましくない大幅な増価を記録して
いたであろう。だが，反対に，諸外国の利子率の上昇とその格差の拡大を前にして無反応
（放任）の立場を採っていれば，―-たとえ大量の外貨準備の喪失は避けるべきであった
としても一一国内インフレ率にとってたいへん由々しい結果をもたらす，ペセタの非常に
強い減価がもたらされていたであろう。最終的に編成された政策は「ヨーロッパの平均的
ルート」とでも特徴づけることの出来るものに従っていた。というのもその政策は，すで
に第1章で指摘したように，その年をつうじてヨーロッパ諸国の通貨全体に平均して見ら
れたのと実質的に同じ程度の， ドルにたいするペセタの減価を可能にしたからである。
このようにして編成された金融政策は1981年に，手元にある流動性の15.5%増と，名目
利子率の0.5~1彩ボイントの上昇をもたらした。 この利子率の上昇は， ファイナンスさ
れた公共赤字の大きさと外国での逼迫したファイナンス状況とに関連づけて説明されねば
ならない。こうした金融拡張のリズムの背後には，銀行システムから公共部門と民間部門
へのファイナンスの伸び一ーそれぞれ41%と16彩一ーが存在している。しかしながら，そ
の年の証券市場の非常に急速な進展と，それに伴ってごく部分的とはいえ（銀行による）
仲介が減少した点を考慮に入れれば，①公衆の手元にある流動性は実際，目標とされた上
昇幅の中心にある率〔16.5彩〕で増加し，また③銀行システムの民間部門へのファイナン
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スは17彩に近い率で伸びたと言えるであろう。いずれにせよ1981年には一ー現行の利率で
需要された信用は，同年上半期にくごわずかであったが一一信用は逼迫していなかった。
内需が改善され，また国際金融面の圧力が緩和されたために，マネーサプライの拡張率を
同年後半には前半よりも高めることが可能になった。全体として主要なマクロ指標の成長
率が年をおって鈍化しているとはいえ，金融政策の緊縮性は1981年に非常にゆるやかであ
ったと言えよう。
国内市場が低迷し，またペセタの実効為替レートが平均すると・~実質的にも名目的に
も一一減価したために，財・サービス輸出の大幅な実質増と輸入のかなりの実質減が誘発
された。それがGDPに与えた剌激についてはすでに前に指摘しておいた。世界の需要や
貿易の緩慢な推移にもかかわらず，スペインの商品輸出はー~成長率がより速かった〔石
油輸出国〕市場や，より大きな優位性が為替レートの減価によって付与された（合衆国や
他のドル経済園諸国〕市場で一~基本的には81年後半に力強く進展したのに対して，同じ
要因が逆向きに作用したために，ョーロッパ市場への輸出は後退したのである。全体とし
て商品輸出は，税関の統計によれば，ペセタ建てで28.1彩増加し，輸出デフレーターが推
定で19彩上昇した一ーしたがって，ペセタの減価の大部分が（引き上げられた輸出）価格
によって吸収された—結果， その実質増加率は7.6%になった。商品輸入のほうは，ペ
セタ建てで22.8彩増加したが，輸入デフレーターが30.6彩〔推定〕上昇したので，その実
質変化率はマイナスの6.0彩になった〔この影響は， エネルギー輸入にも非エネルギー輸
入にもあらわれ，それぞれの実質変化率は一4.4%と一6.7%になった〕。国際収支〔2-
4表〕についてみると，貿易収支のペセタ建ての赤字は増大したが，しかしドルで表示す
ると15億ドル以上の赤字減となった。他方，観光（収入）は，ペセタ建ての実質でかなり
伸びたが，為替レートが減価した結果， ドル建ての純収入は横這いであった。そしてこの
ことは，①投資収益の項目における赤字の急増〔その原因は，対外債務と国際金融市場で
成立していた高い利子率に求められる〕と，R移転収入のかなりの後退とも相まって一―-
ドル建て貿易収支が改善したにもかかわらず—前年よりいくらか小さな，約50億ドルの
経常収支の赤字をもたらしたが， この赤字をペセタで表示すると， 対GDP比で2.5彩に
達する〔ちなみに1980年は， 2.4彩であった〕。
1981年にGDP比で示した対外純借入（経常収支赤字）が一~その年に総資本形成のG
DP比が後退したにもかかわらずー―—このようにわずかながら増えたのは， 2-5表から
分かるように， GDP比で示した総国内貯蓄率の低下を反映している。公共部門は， 1980
年から81年にかけてGDPに占める総投資比率を大いに高めた反面，もともと低い総貯蓄
118 
スペイン経済： 1981年（上）一スペイン銀行「年次報告」より――・(楠） 981 
2-4表経常収支
単位： 100万ドル
1980 〔P〕 1981 〔P〕 変化率彩
受取 1支払 1収支尻 受取 1支払 1収支尻 受取 1支払
貿易収支 20,461.5 32,155.9 -11,694.4 20,475.7 30,606.0 -10,130.3 0. 1 -4.8 
貿易外収支 13,320.1 8,827.0 4,493.1 15,073.4 11,631.9 3,441.5 13.2 31. 8 
旅行収支 6,947.0 1,226.8 5,720.2 6,715.9 1,008.1 5,707.8 -3.3 -17.8 
投資収〔益a〕 1,678.5 3,690.9 -2,012.4 3,738.6 6,525.1 -2. 786.5 
その他の 4,694.6 3,909.3 785.3 4,618.9 4,098.7 520.2 -1.6 4.8 サービス
移転収支 2,361.9 313. 5 2,048.4 1,980.2 287.8 1,692.4 -16.2 -8.2 
経常収支 36,143.5 41,296.4 -5,152.9 37,379.2 42,525.7 -4,996.4 
出所〕 Ministerio de Economia y ComercioとBancode Espana. 
a〕この欄の数値は，収支尻についてのみ比較可能である。
2-5表 スペイン経済の資本（調達）勘定
対GDP〔市場価格表示〕比劣
1979 1980 1981 
1. 国民経済：差引〔1=2+3〕 〇.2 -2.4 -2.5 
2. 民間部門：差引〔2=2.1-2.2) 0.9 -1.0 -0.1 
2.1. 民間部門総貯蓄 19.1 17.8 17.0 
2.1.1. 家計純貯蓄 6.6 5.4 5.5 
2.1.2. 企業総貯蓄 12.5 12.4 11.5 
2.2. 総投資 18.2 18.8 17.7 
3. 政府部門：差引〔3=3.1-3.2〕 -0. 7 -1.4 -1.8 
3.1. 政府部門総貯蓄 1.0 0.5 0.6 
3.2. 政府部門総投資 1. 7 1. 9 2.4 
4. 諸外国からの貯蓄〔4=4.1+4.2〕 -0.2 2.4 2.5 
4.1. 資本純移転
4.2. 経常収支尻 -0.2 2.4 2.5 
出所〕 Instituto Nacional de EstadisticaとBancode Espana. 
のGDP比を一~主として民間部門に経常移転の純支払額を増やしたために—ほんのす
こし高めたにすぎない。そうした移転支払にもかかわらず，家計が支出できる可処分所得
には実質的な後退が記録されたので，民間の実質消費はその両年にわたって縮小したのに
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対して，可処分所得からの貯蓄比率は安定的に維持され，また家計の総貯蓄のGDP比も
〔5.4%から5.5%へ〕わずかに高まったのである。同時に，企業の総貯蓄のGDP比は，
1980年の12.4%から1981年には11.5%に後退した。要するに，対GDP比を一貫して用い
て言えば， 1981年に民間の総投資シェアは低下したが， しかしまた民間部門の総貯蓄も減
少した。そこで，総公共投資の増大に充てるためにより大きな貯蓄〔資金〕を必要とした
公共部門は，依然として諸外国からの貯蓄に，わずかとはいえi り—層頼ることを余儀な
くされたのである。
石油の第二次高騰の結果， 1979年に始まった最気下降局面のなかにあって， 1980年の下
半期と81年の上半期は，上記の景気変動の最低の局面に位置していたが，同年下半期には，
輸出の増加と公共投資の剌激を主たる原動力とする，需要のわずかな改善が見られるよう
になった。そうした改善が1982年にも持続すると期待させるいくつかの理由が存在する。
この『年次報告」の第1章ですでに明らかにされたように，工業諸国にかんする当初の
見通しでは， 1982年をつうじて一ーその後半にかなり偏ってはいるが一一徐々に回復がす
すむものと指摘されていた。 1982年にかんする当初の見通しを適度に楽観的なものにした
要因としては，次のようなものが挙げられる。 9①アメリカ経済の，初夏までには生じると
期待された再活性化，②アメリカの金融市場と利子率に-したがったまたドルに一ーお
ける逼迫の度合いが低下した結果，その他の工業諸国の経済政策（運用）面で現れるであ
ろうより大きな自律性への信頼，③石油価格の低下，そして最後に④エネルギー価格の第
二次高騰によって生み出された景気収縮のインパクトが完全に吸収された結果，単に機械
的に発生した諸力。
しかしながら工業諸国経済と世界貿易の推移にかんする当初のそうした予測は， 1982年
初めの数力月が経つにつれて下方修正されることが多かった点もすでに指摘しておいた。
すなわち① 〔北〕アメリカ経済は，現在の最気収縮局面から抜け出すのに，予期されたよ
りもさらに 2~3カ月遅れそうであり，そして，②インフレのテンポを許容可能な率に低
下させることに成功し，かつ深刻な失業問題にもうまく対処しているドイツ連邦共和国の
ような国の経済政策の自律性までもが，合衆国における名目的にも実質的にも高い利子率
の持続とドル高のせいでひどく制約され続けているのである。 1982年第w四半期頃に（こ
うした状況が）改善されるだろうと依然として期待されているものの，現時点一ー1982年
第I四半期の初め一ーでは， 1982年における工業諸国全体の実質成長率が， 81年の実績を
おそらく上回らないであろうと思われる。そして，このことは石油輸出国にも非産油途上
国にも悪影響をあたえ続けるであろうがゆえに，スペイン経済が1982年に世界貿易から大
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きな剌激を受けるものと期待してはならず，また一ー観光（収入）の見通しは良好である
とはいえー一国際収支尻がGDPの成長に， 1981年の実績を上回るプラスの寄与をなすも
のと期待してもいけないのである。
しかしながら， 1982年にスペイン経済の内需は，具体的にいえばその資本形成の側面で
前年よりも大きな活力を示すものと確信すべき理由が存在する。建設（投資）は一一①土
木工事の関連部門では，公共投資の剌激が維持されている〔4月の計画では実質15彩増〕
ために，また③住宅建設部門では，政府が推進している 3カ年計画に〔その始動には手間
取り，またその後も供与される便益についてたびたび手直しされたが〕はずみがついたよ
うに思えるので—プラスの実質成長率を伴った回復を示すに違いない。プラント・輸送
部門への投資は，①生産（設備），③エネルギーの節約と代替，③鉄道，そして④資本によ
る労働代替，といった諸投資に促進されてきっと著しい実質成長率を維持するであろう。
最後に在庫（投資）は， 1981年にその調整が済んでいるので，またとくに1982年早春に抱
かれた期待どおりの収稜が得られるならば，その水準をかなり高めるであろう。農業が豊
作の年には， 消費者の可処分所得としたがってまた消費に好ましい影響が現れるであろ
ぅ。だが，もしその年に一人当たり実質純賃金が伸びず一一国民雇用協定ANEに含意さ
れているように一一わずかに低下さえして，そのうえ就職状況が低迷したままであれば，
1982年の実質消費需要はさらに，わずかながら後退することになろう。
要するに，①消費のわずかな後退と資本形成の増大を伴った，内需のプラスの実質増と
②経常海外余剰の一1981年よりいくらか劣るとはいえーープラスの寄与によって， 1982
年のGDPの実質成長率は2彩~2.5%に落ちつくであろう。 この予測にしたがえばGD
Pの成長は，同年上半期よりも下半期のほうがより急速であるが，もちろん農業シーズン
の成果によって多少とも影響されるであろう。こうした予測とつじつまが合う数値によれ
ば，経常収支の赤字は40億~43億ドルに低下することになる。 ANEが名目賃金の上昇率
に及ぼす影響と， 1981年の実績よりは明らかに軽微なペセタ建て輸入価格の上昇とを考慮
に入れると， GDPデフレーターは1982年にその上昇率を12%にまで下げ，他方で消費者
物価の上昇率は13彩前後に落ちつくであろう。
しかしながら，こうした緩やかな回復—それは，もし世界経済の推移が好転すれば，
1983年に底堅くなり勢いを得るであろう―と，インフレーションの鈍化，そして経常収
支尻の予期される改善も，世界市場において持続している金融面の逼迫と外為の圧力から
悪影響をうけるであろう。〔北〕アメリカ経済にかかわる諸問題がヨーロッパ経済に及ぽ
すであろう短期的な影響は無視できないだろう。その問題は， 1981年のケースと同様に，
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①為替レートの減価を受け入れるか，もしくはR当初の計画よりも制約的な金融政策を導
入するか， というディレンマにヨーロッパ経済を陥らせているのである。①の場合，ィン
フレーションという明白な帰結が伴い，また③の場合は回復を遅らせるという影響が現れ
るであろう。ともあれ，こうした可能性を度外視したとしても， 1982年のスペイン経済に
ついて予測された実質成長率では，同年の失業率の増大に歯止めを掛けることも出来ず，
また年平均での雇用低下を阻止することも不可能であろう。もっとも，そうした低下率は
81年よりはましになり，また82年の深まりとともにその勢いも弱まる傾向をみせている。
より重要な観点からみて1981年のスペイン経済の推移は，純粋に最気循環的な短期の考
察をこえた，一一続発したエネルギー高騰とそれによる世界経済の変容によって課された
—中長期的な調整プロセスのなかに位置づけられねばならない。要するに， 1981年は，
1974年に始まった長い低成長期という背景のなかに位置づけられねばならないのである。
そしてスペイン経済は，困難で犠牲の多い適応プロセスー＿それはスペイン経済にたいし
て，世界経済の不確かな回復から利益をひきだし，またその持続的な拡張に参加すること
を可能にする一ーにおいてどれほど前進してきたのか，が検討されねばならない。
第一の問題はエネルギー分野における調整に関連している。というのもエネルギーは，．
新しい状況の戦略的な制約条件として機能しているからである。第二次石油価格上昇のイ
ンパクトの後，世界経済あるいは〔より正確に言えば〕エネルギー消費を左右しているエ
業諸国は，①石油消費比率を下げつつエネルギー源を多様化し，③エネルギー効率を高め
る一つまり，製品単位当たりの一次エネルギー消費を削減する一ーという二重の意味で
調整のリズムを強めてきた。この二つのルートから得られた成果は重要性を帯びはじめ，
また将来における世界のエネルギー（節約）も，たんに景気循環による需要低下を超える
ものであることが明確になりだしたのである。
スペインでは，世界市場において石油が高騰した後，エネルギーの相対価格を妥当な水
準に位置づける際に， 1979年まで抵抗が示された結果，こうした調整プロセスはかなり遅
れている。 2-2図は，スペインと OECD圏の7大工業諸国にかんする生産単位当たり
エネルギー最終需要の推移の比較をつうじて，この遅れを雄弁に物語っている。また同図.. 
は，エネルギー相対価格の調整ののろさが上記の遅れをもたらすうえで決定的な役割を演
じたことも明らかにしている。この最後の点にかんする情報は， 2-3 図において—①
資本／エネルギー〔1〕および労働／エネルギーの相対価格の推移を明らかにし，③1979 
1〕 2 — 3 図の資本使用コス日土9 プラントと輸送機器にぉける①総資本形成〔価格〕デ
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2-2図 エネルギー相対価格とエネルギー最終需要
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出所〕 OECDとBancode Espaiia. 
a〕消費者物価指数と工業価格指数の「エネルギー」項目を，エネルギーを除いた総
合指数で割ったもの。
年まではエネルギーに比べて労働のほうがかなり高騰した点を強調することをつうじて
—敷行されている。③の現象は，生産面でエネルギー消費を剌激し，かつ労働雇用を沈
フレーターと，②名目利子率プラス取替え（償却）率マイナス期待インフレ率との積
として計算されている。名目利子率は，①非電気産業の社債の内部収益率と③銀行貸
付の平均収益率から得られた平均値である。デーク不足のために，取替え率は1096と
想定されている。期待インフレ率は，プラントと輸送機器における総資本形成デフレ
ークーにかんするアリマ・モデル modeloArimaに基づいて推定されている。
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2-3図諸要素の相対価格とエネルギー消費
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出所〕 Contabilidad Nacional de Espana, INEおよび Bancode Espana. 
滞させるという二重の意味で，生産諸要素の利用決定に疑う余地のない影響を及ぼした。
1979年まで累積した調整の遅れについては，①スペインでは依然としてこの79年にエネル
ギー必要量の65彩〔OECD諸国では34%〕が石油で賄われており， また②1978年~79年
の石油輸入額を支払うのに商品輸出収入の459,るが必要とされた〔スペインに次ぐのはブラ
ジルの37形で， ヨーロッパの工業諸国グループのそれはずっと低く20~25形の範囲にあっ
た〕という二点が如実に物語っている。このように石油ショックに大きくさらされていた
ことからスペインは，第二次原油高騰の結果，本章の初めに述べたように，重大な所得喪
失の影響を被ったのである。
1979年には，石油価格があらたに上昇したが，エネルギー相対価格の調整面での遅れを
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取り除く決定が行われ，そして供給側での適応を加速する努力がなされた。そこで，その
年からこの分野での新局面が始まったものと見なしうる。それの最も重要な成果は，現在
(1982年5月）までのところ，国内エルギー源の増大と石油にかわる他の代替エネルギー
〔主として石炭〕の利用といった形で，供給側で得られたものである。 1981年にはこの点
で著しい進歩が見られた。水力発電が旱魃のために23彩も落ち込んだにもかかわらず，総
エネルギー消費に占める石油の比率は3.7彩も低下したからである。また石炭に有利な工
ネルギー代替が進行したが，天然ガスや原子カエネルギーヘの代替の程度は，ーー総エネ
ルギー消費の充足においてまだわずかな役割しか果しておらず一一低かった。 1979年から
1981年の間に，粗（一次）エネルギーの総消費にたいする石炭の寄与度は， 15彩から23彩
に高まり，また水力発電の正常化によって石油の寄与度はあらたに大きく低下した。
これらは確かに好ましい成果であり，また現在まで需要側全体で得られたものよりも大
いに重要である。実際， 1981年に一次エネルギー消費は，スペインにおいて前年よりも
1. 6彩低下し，また1979年の水準を2.2彩下回ったにすぎない。だが，このことは， 1973年
から79年までの一貫した増加に比べると意義深いー変化であって，そうした変化の原因は，
主として1979年以降のエネルギー相対価格の上昇に求めねばならない。しかし，この数年
間に得られた成果はわずかであり，また同じ時期に大工業諸国が達成したものに比べると
かなり劣っている一ーしかも，それらの国ぐにのGDPの伸びは，スペインのGDPの実
績とそんなに変わらないのである。 1981年に OECDの7大工業国は1973年と同じエネル
ギーを消費したのに対して， 同じ期間にスペインはその消費を24彩も高めたのも事実で
あれば，生産におけるエネルギー集約度〔1〕をスペインが低下させ始めたのは197領三で
あるのに， 1973年から76年にかけてすでにその集約度を4彩引き下げていたこの7大工業
国グルー プは， 1978年から81年の期間にさらにそれを8彩も低下させたのも事実なのであ
る。
その点は別にして，この (79年と8吟三）の2年間にスペインのエネルギー需要がわずか
ながらも減少したのは，暖房用のエネルギー消費を節約させた気象条件と部分的に関連し
ており，このことはまた，その省エネの意義を弱めているのである。しかしながらエネル
ギー需要における価格効果は，財・サービスの最終消費面でもその生産的利用面でも親察
できるように思われる。もっとも，高いエネルギー集約度をもち，また輸出動向にも著し
く関与している若干の産業が相対的に重要であるため，そうした効果の一部しかおもてに
1)一次エネルギー需要指数と実質GDP指数の比率によって定義される。
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現れていない。他方，エネルギー相対価格の変化にたいするその消費需要の弾力性は，も
ちろん，かなりの遅れ（ラグ）をもった真の値を示しているにすぎない。そして価格以外
のルートをつうじてエネルギー消費に影響を与えようとする措置もまた，効果を十分に発
揮するには時間を要するのである。〔この数年らい大工業諸国の生産面で観察された， 工
ネルギー集約度の加速的な低下のかなりの部分は， 1973年から採られた（省エネの）決断
にたいする遅れた反応（のあらわれ）であると理解できる。〕このことは， ①スペインに
おいてもあらゆる国と同様に，エネルギー相対価格もしくは実質価格にたいするその需要
の適切な弾力性に期待をよせるに足る十分な根拠が存在することと，Rスペインはエネル
ギー調整面で当初から遅れていた以上，高いエネルギー相対価格を政策的に維持しつつ，
そうした弾力性を活用する必要があること，を意味している。もし石油価格の低下傾向が
世界市場においてしばらくの間維持され，かくして工業諸国ではエネルギーの国内相対価
格が少しでも低下するとすれば， （その時なお）スペインがそうしたプロセスにまった＜
無反応であるなら，その競争力に影響が現れるであろう。そこで，スペインの調整面での
遅れは，そうしたエネルギー価格の〔きっと一時的な〕適応（下落）のなかである平均的で
慎重なルートを選ぶ際に，再度考慮されねばならないであろう。同じ理由で省エネは，産
業再編計画においても公共投資においても優先的な基準であり続けねばならないであろ
う。たとえばスペインの輸送システムには，エネルギー効率を改善できるたいへん広い余
地が存在しているのである。
世界市場において石油（価格）が軟調期にあるとしても，われわれは，①その時期はお
そらく一時的で，②エネルギーの高騰にたいしてスペインは非常に抵抗力がなく，そして，
⑧経常収支の強い不均衡にたいするエネルギー輸入の重荷を軽減する必要があることを，
忘れてはならないであろう。
第二の，相対価格をめぐる基本的な問題は，労働コストに関連している。 1973年以降，
スペイン経済は，総名目賃金〔社会保障費を含む〕の非常に激しい上昇を記録したが，そ
れに伴って〔消費者物価，とくに当該労働が生み出した生産物の価格ー一これは企業家の
意志決定にとって重要な変数である一ーで計った〕実質賃金も増大したのである。だが，
そうした増大は，―-第一次石油高騰（危機）の結果，同時に実質国民所得の大きな喪失
（移転）が記録されてきた点を考慮に入れれば，なおさらのことだが一雇用への深刻な
帰結をともなうことなく中期的に維持することは出来なかった。そうした賃金の急騰は，
「モンクロア協定」 (1977年10月）の結果， 1978年に歯止めが掛けられた。 この協定の目
的は，それ以降，名目ならびに実質の賃金上昇率を鈍化させるプロセスヘの途を開こうと
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するものであり，そうしたプロセスは1981年をつうじて維持されたが，国民雇用協定 (19
81年）の実施に伴って1982年にも引き継がれるであろう。だが1973年~78年期において次
々に，耐えうる賃上げのいかなる経路からも（現実のそれが）非常に大きく逸脱し，また
その後の（賃上げの）鈍化もそれを埋め合わせるのに十分ではなかった。さらにそうした
鈍化は不運にも，第二次石油ショックの結果新たに生じた実質所得の大幅な喪失に遭遇し
たのであり．このショックによって，各就業水準と両立する実質単位労働コストの上昇経
路は自動的に下降を強いられたのである。かくして賃金の鈍化は,1978年以降スペイン経
済がとくに工業部門で被ってきた雇用の後退を阻止するには不十分であった。
1973年~74年と1979年~BO年に生じた輸入エネルギーの高騰は，いずれの場合も生産の
実質可変コストの大幅な上昇と，石油輸出国への大きな実質所得の移転とをもたらした。
そうした実質所得の喪失（移転）における負担分を免れようとして記録された〔当該生産
物価格で計った〕実質賃金の上昇は．生産の実質可変コストのかなりの追加的な上昇を，
その期間をつうじて決定的なものにした。その結果，①既設プラントの陳腐化のテンボが
加速し一ーこれには，財・サービスの相対価格の大きな変動に反応した，需要構造の変化
も関与していた一—，③利澗マージンが圧縮され，⑧資本収益率が低下し，④投資が衰退
し．そして⑥雇用も低下したのである。
だからといって，生産と雇用の低迷は，供給側で作用するこれらの要因—―ーと結局，そ
の結果生じる不適切な収益性ーーにだけ起因すると言いたいのではない。需要側の諸要因
も作用したのである。すなわち．一部は，世界経済と世界貿易の成長率が弱々しかった結
果生じた，外国からの要因であり，また一部は，経済成長の予想が下方修正され，そして
名目賃金と物価の上昇に歯止めを掛けようとする制約的な政策が採られた結果，スペイン
内部で生じたものである。そういう訳で，供給側で作用する諸要因に失業の全責任を負わ
せようというのではなく，むしろ失業の重要な部分は，上記の（需要側の）諸要因にも起
因しており，したがって単なる総需要の拡大をつうじて修正することは不可能である点を
指摘したいのである。産出物で計った労働（コスト）とエネルギーの大幅な高騰は，①既
設の生産的資本の一部からほとんどの収益を奪いとり，®諸施設（工場）を閉鎖させ—
かつて閉鎖は，解雇が困難であったために利用された一~．そして⑧人員の削減と資本に
よる労働代替の傾向を決定づけた。このプロセスはかなりの遅れを伴いながら作用してい
るが，原油の第二次高騰が発生するにつれて加速し，生産コストの上昇と需要の衰退を帰
結したのである。
雇用者一人当たりの産出物価格で計った総報酬一ーこれは，後ほど「実質労働コスト」
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と名付けられるであろう一の推移は，もちろん実質単位労働コストの唯一の決定要因で
はない。第二の決定要因は，生産性の動向なのである。しかし，これに関連して，①より
広い意味での技術進歩の成果である生産性の向上と，②企業家がその余剰をまもるために
決定した雇用削減を機械的に反映したものにすぎない生産性の向上とを，区別することが
必要である。雇用の決定にとって重要な実質単位労働コストは，雇用者一人当たりの〔産
出物価格で計った〕総報酬を，より広い意味での技術進歩に由来する労働の「標葬的」生
産性で修正して得られたものである（訳注）。•こうした実質単位労働コストが一ースペイ
ンで長年にわたって生じたように一一強く上昇する時には企業の余剰が圧縮されるので，
それを回復させようとして企業は雇用削減に取りかかる。さらに，エネルギーの高騰によ
ってそれぞれの場合に課されたような， 実質交易条件の大幅な悪化が記録される時期に
は，特定の雇用経路の維持と両立可能な実質単位労働コストの上昇率は引き下げられる。
この影響を採りあげるひとつの方法は，そうした議論をするために，その実質交易条件の
悪化分だけ下方に，〔産出された最終生産物でもって計算された〕労働の「標準的」生産
性の推移を修正することであろう。いずれにせよ無意味なのは，ある時期の雇用者一人当
たり実質総報酬の上昇が，雇用（維持）の目的にとって過度なものであったかどうかを，
その時期に観察された（見掛けの）平均労働生産性の向上に関連づけて，その上昇を見極
めようとすることであろう。というのも，この見掛けの平均労働生産性にはすでに，労働
の実質的高騰に対応して企業家が採った雇用決定の影響が織り込まれているからである。
とはいえ上記の比較は，どの程度，実質労働コストの上昇にたいする均衡化への反応が重
要であったのか，したがってまたどの程度，過去に累積した労働の実質的高騰が，将来に
おいて雇用をさらに低下させる効果を発揮し続けるものと予想できるのか，を確かめるう
えで何らかの意味を持っている。
この意味で2-4図はいくらか関心をひくものである。そこには， 1973年~81年期のエ
業部門の実質労働コストの上昇が， 〔該当するGDPで計った〕見掛けの平均労働生産性
の変動によって修正されたうえで載っている。 したがってこの実質労働コストの上昇に
は， 雇用の誘発された縮小から生じた賃金引下げ効果がすでに織り込まれている〔1〕。
訳注） 「標準的」生産性については，本誌40巻3号の177~179ページを参照されたい。
1)上記の点は， スペインのような国にとって， 2 段階の動き――•第一の右への動きは
「標準的」生産性にかんして算定された実質単位労働コストの上昇を示しており，第
二の左下への動きは，雇用の縮小とそれに対応する〔一人当たり見掛けの生産性にか
んして算定された〕実質単位労働コストの低下を反映している-の結果生じた最終
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2-4図 工業における実質単位労働コストと雇用
ースペインと OECDの7大国： 1973年~81年の累積増加率ー一
•カナダ 雇用
10 
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出所〕 OECDとBancode Espana. 
aJ工業付加価値デフレーターでデフレート（実質化）されている。
b〕第2次と第3次産業のGDPデフレーターで実質化された，民間非農業部門。
同図が興味ふかいのは，そこから一ースペインは，考察対象期間〔とくに1973年~7紗p)
において雇用者一人当たり実質総報酬がより大きく伸びた OECD諸国のひとつであった
〔事実，その伸びは同図に載っているその他の諸国の実績を著しく上回っていた〕ので，
とくに工業における雇用削減の形での対応も非常に激しかった―という点が観察できる
からである。比較的短い期間に，こうした対応がたいへん激しかったために，①上記のイ
ンパクト（石油危機）にたいする調整は，すでに諸外国に匹敵するほど非常に進んでいる
ものと考えられ，また②新しい撹乱要因がなければ，きっと雇用にたいするその影響も，
徐々におさまるものと思われる。
的な状態として理解できる。
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こうした観測は，もちろん何のなぐさめにもならない。なぜなら，「均衡化」への反応
は非常に大きな非農業雇用の低下をもたらしたに違いなく， 4年間に約66万の就業機会が
失われたからである。また他方では，人員の調整が必要な場合，解雇にともなう困難やコ
ストについて企業家が依然として感じている問題や，将来の成長にたいする不確実性は，
雇用の削減において重要な役割を果たしているであろう。とはいえ，二度にわたるエネル
ギーの高騰と過去に記録された実質労働コストの逸脱（した上昇）とによって誘発された
就業機会の削減は，終わりに近づきつつあると期待してよかろう。その期待は，ー一平均
労働生産性の伸びのうち「標準的」な部分でもって計った実質単位労働コストは，この2
年間 (1980年と81年）上昇せず，むしろ低下した〔そして1982年にも同じことが続きそう
だ〕―という点を考慮に入れれば，とくに強まるであろう。
そこで，均衡化への反応が出尽くしてしまうと，スペイン経済の成長プロセスが想定で
きるようになるという点に留意されたい。だが，そのプロセスにおいて，雇用者一人当た
り実質総報酬は，労働の「標準的」もしくは趨勢的な平均生産性と同じテンボで上昇し，ま
た投資は資本／労働比率を高めるので，創出された就業機会の数は，失業率を現在の水準
より低くするには不十分であろう。この失業率が非常に高いので，こうした成長の図式も
望ましくないように思える。多数の部門において，現状の技術選択条件のもとで資本によ
る労働代替の大きな余地が残されている。同時に，相対的に労働集約的でわずかな技術し
かない製造業での比較優位は，低い労働コストを有する発展途上諸国のほうへ移ってしま
った。そのことは，より高い資本／労働比率を含意する生産活動と技術のほうヘスペイン
経済がゆっくりとシフトしていることを示唆している。だがそうしたシフトのリズムと，
そのリズムが経済全体の平均的な資本／労働比率に与える影響—それはまた，雇用と失
業率に重大な帰結をもたらす一＿は，資本と労働の相対コストに大いに依存しているであ
ろう。そのため，雇用にとってより好ましい成長の図式は，実質単位労働コストの低下を
必要とするのであるが，それを達成するには，雇用者一人当たり実質総報酬もしくは実質
総賃金の伸びを，趨勢的な平均労働生産性の—実質交易条件の偶発的な変動を必要に応
じて修正した—上昇率以下に抑えなければならない。
さらに，より資本集約的でより優れた技術への傾向を内包したものと予測される諸条件
のもとで，雇用の推移が好ましいものであるためには，変化する労働需要の構造を的確に
見通し，かつ職業上の訓練を高め配転を容易にする諸政策が必要であろう。また，労働需
要の構造変化に応じて—単位労働コストの新たな上昇圧力をもたらさずに一一労働力の
職種間再配分を可能にする，より伸縮的な賃金構造を実現しなければならないであろう。
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この意味であまり伸縮的でない賃金政策規準は，相対的（労働）報酬に過度な硬直性を持
ち込み，平均労働コストと雇用にたいして悪影轡を及ぽすことになろう。
堰用者一人当たり実質総報酬には，企業の社会保障負担分が含まれており， しかもその
部分は1973年~81年期に〔GDPデフレータ・ーを用いて〕実質化された額でみて75%も増
えたので，その時期のスペイン経済全体にとってこの分担額は，雇用者一人当たり実質総
報酬を増大させた原因の3分の1以上を占めている点に注意されたい。そういう訳で，実
質単位労働コストの推移の適切な抑制について考察する際には常に，社会保障費の実質増
の抑制と，その費用がファイナンスされる形態の漸進的な修正に言及しなければならない
のである。社会保障制度は，現在の構造と活力のもとでは，要するに，就業機会の創出を
弱める要因として作用している。
そのうえ雇用の活力は，将来も基本的には非農業部門で示されるので，雇用者一人当た
り実質総報酬の上昇率を，この部門における「標準的」生産性の伸び率以下に維持すると
いう配慮には，農産物の価格規制政策の面で—農産物価格は，消費者物価を構成する食
品（価格）の推移にたいへん重大な影響を及ぼすから一ー非常に注意深い行動が伴ってい
なければならない。一方でこうした政策は，普段から過剰な生産物の価格決定がなされる
場合には特に， 農業部門の効率化にとって一一またそれゆえ経済全体の効率化にとって
—重要であるが，他方でそれは，生計費の推移にとって—またそれゆえ非農業部門に
おける名目賃金と実質単位労働コストの推移にとって—も重要である。したがってその
政策は，ィンフレ率のみならず非農業部門での雇用創出にも影響を及ぼしているのであ
る。
換言すれば，「標準的」労働生産性の上昇率を左右しているより広い意味での技術進歩
は，基本的には投資をつうじて生産プロセスに体化されているので， もし，この先数年間
にわたり生産的投資のリズムが高まれば，明らかに（雇用）調整は容易になるであろう。
実質単位労働コストの抑制は，生産的投資を剌激するためにも，この投資が雇用創出に不
利な資本／労働比率を体化するのを避サるためにも，再び重要になる。だがそのうえに，
そうした生産的投資は，①技術進歩を促進し，Rダイナミックな諸部門に振り向けられる
だけでな<'③生産諸要素を市場の状況に背を向けて（当該部門に）引き留めようと努め
ることは，より将来性のある他の諸活動を展開するのに利用できる資源を浪費することに
等しく，また最終的には中長期的経済成長と雇用創出にブレーキを掛けることに等しい，
というような活動に束縛されないこともまた必要である。次のような企業や経済活動ー―-
つまり，諸設備の一部を閉鎖しない努力や，就業機会の下方調整を現状のまま維持したり』
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それにブレーキを掛ける努力されすれば，①常にその修正が先送りされる非常に大きな営
業赤字が〔言うまでもなく，基本的には公共部門において〕ファイナンスされたり，また
②他の活動分野で雇用を創出するよりもずっとコストが掛かる就業機会の維持を可能にし
たり，収益性の疑わしい投資を可能にしている調整フ゜ログラムに，資金調達や補助が行わ
れているところ—では，全体的な槻点からみて，他に振り向ければより有効な資源が拘
束されていると見なすことが出来る。需要構造および相対価格・コスト構造が大きく修正
された結果あらかた生じた，現在のような低滞状態のもとでは，実物資源が不足している
—したがってそれを大福に再配分しなければならない一一現実の状況に相対価格とコス
トを適応させることは，不可避的調整プロセスの継続期間と社会的コストとを縮小するた
めの必要条件である。資源の再配分プロセスに介入しつつ従来の生産図式を塁守しようと
する努力は，上述のコストを高めて犠牲を長引かせるだけである。これはもちろん，資源
配分メカニズムとしての金融システムの自由化に与した本質的かつ基本的な議論である。
それはまた，公共赤字の抑制に資する主要な諸議論のひとつでもある。
スペイン経済の現状において自動的に公共赤字を増大させる傾向をもった諸要因は多岐
にわたっている。①インフレーションの名目支出への影響，②最気後退の財政収入への影
響⑧失業者扶助のための給付の伸び，④早期退職者への年金の負担増，などがそれであ
る。そしてまた現在の状況のもとで，効率性の確かな計画に裏付けられた公共投資支出の
強化は，明らかに時宜にかなっている。しかし公共赤字急増の原因は，以上に尽きるもの
ではなく，またその赤字の膨張を前にして手を供いてもいられない。公共赤字一ーそれは
近似的に， GDP比でみて 1978年と79年の1.8形から 1980年に2.8%, そして1981年には
3.6%になった響~は， その額の大きさのみならず， とりわけその増加率の速度の点でも
気掛かりなのである。なぜなら，そんなに高い赤字拡大率が持続すれば，結局はほとんど
不可避的に，通貨管理（能力）を喪失し，したがってまた生産単位当たり通貨星の増加率
を加速させ，そしてインフレを加速させることに繋がるからである。その赤字を非貨幣的
なルートをつうじてファイナンスしようとする努力が如何に大きくとも一ーもちろん，そ
うした努力は必要なのだが一ー，もし公共（収支）勘定の不均衡が強くて急速に拡大する
ならば，その努力は常に不十分なものになってしまうであろう。だが，そのうえに，公共
支出の構造と内容ならびにそれが租税によってどの程度カバーされているのか，という点
にも一赤芋増の問題が，資源の良好な配分を大きくクローズアップさせている（現在の
ような）時期にはとくに—留意しなければならない。
1977年から81年にかけて公共経常支出はスペインで2.4倍になった。そのうち公共消費
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支出は2.2倍になり，移転支出は一一社会保障給付が2.維苔に，また経営補助金とその他の
経常移転支出がほぼ2.2倍になった結果—ー2.5倍になった。全体として公共経常支出のG
DP比は， 1977年の24%から1981年には3096になった。経常支出がこんなに急速に拡張し
たために一ー財政収入〔租税プラス社会保障費〕のGDP比は， 1977年の23.4%から1981
年には27.1彩になったにもかかわらず—，公共貯蓄はその期間をつうじて当初 (77年）
の名目額の3分の1に低下したのである。そしてこのことは， 同じ期間に2.9倍になった
いわゆる資本移転の増大とも相まって，公共赤字全体の強い増加傾向を決定づけ，また同
時に厳密な意味での公共投資の伸びをひどく制約することになった。
これらの数値から得られる第一の帰結は，社会保障面ではなく税収面での租税圧力（税
収プラス社会保障費/GDP)を一ー間接税の分野を整備し，税務管理を改善し，そして
特に被雇用労働以外からの所得にたいする直接税の脱税を減らすという三つのルートと，
多くの場合に無用な報奨金と租税減免の見直しや削減をつうじて。一一高めねばならないと
いうことである。しかし経常支出の伸びを一方でその支出の効率性や必要性を確かめ
つつ，他方でそうした支出が①スペイン経済の将来にかんする妥当な予測のなかでも維持
でき，また要するに③資源の再配分プロセスに不利な介入をしない，ということを確認し
ながら一＿抑えにかかるのもまた同じように重要である。スベイン経済の持続的な成長を
確保するのに必要な調整は，この再配分プロセスの如何にかかっているからである。こう
したプロセスは，とくに経営補助金の大きな支出項目〔1981年に2828億ペセタ〕に，また
おそらく資本移転支出〔同年3248億ペセタ〕のかなりの部分にも，ー~収益があがる見込
みのない生産方針や方式に投下された諸資源を確保し続けようとしたり，潜在的成長の観
点からみてかなりの社会的コストを払ってはじめて回避できる調整をさけて通ろうとす
る， 前述の性向をそうした補助金等が示せば示すほど大きな一ーかかわりをもつであろ
う。現在の方針のままでは社会保障は，スペイン経済の将来にかんする如何なる妥当な予
測とも矛盾することな＜一換言すれば，満足すべき就業機会の創出や経済成長と両立不
可能な負担になることな＜―-長期にわたって維持することが出来ないシステムの主要な
事例である。要するに，公共消費支出については，その伸び率が確かに1981年にかなり大
きく低下したものの，困難な合理化のプロセス—そこでは，①生産性や調整の諸基準，
R生産されるサービスの必要性，そしてしばしば⑧攪乱をおこす介入の廃止にともなう利
点を，総合的に据酌しなければならないーが必要なのである。
スペイン経済の現況において公共赤字を促進しがちな要因は，確かに多岐にわたってお
り，それらについてはすでに言及した。しかし問題が，金融面・実物面で深刻な帰結をふ
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くんでいるがゆえに，避けられない事態を前に諦めの姿勢を見せることは何としても許さ
れない。第一に，そうしたプロセスの一部は不可避的な事態だとは決して言えない。もっ
とも，その事態の修正は，さまざまな行動—しかも，それぞれは大規模な赤字のほんの
一部を削減するにすぎない—に深入りするのは割に合わない，という考えに陥る危険性
を常にはらんだ複雑で厄介な仕事であろう。第二に，現在の組織や機構の枠内で避けるの
が不可能だと思われる事態は，一~社会保障の場合のように，改革しなければ，長期的に
維持できないものを将来にまで引きずってゆくことになるがゆえに―それらの組織など
を改革する必要性を提起しているのである。最後に，財政赤字の増大を抑えようという努
力は，①望ましい合理化のプロセスと，②援助金・補助金・租税減免・介入等の諸政策全
体の一貫性にたいする必要な反省，を含意しているのである。これらの政策は，一見した
ところ互いに関連のない多様な分野に散らばっているが，経済成長の未来（可能性）がそ
れら一連の非効率性や社会的コストの一掃に大いに依存している時期に，誤った資源配分
をもたらしている。公共支出の抜本的かつ系統的な見直しを行えば，公共部門の生産性が
改善されるだけでなく，経済政策の多様な側面の一貰性について検討をすすめる機会も提
供されるであろう。その検討によって，①これらの政策が経済の機能に及ぼす直接的な影
響が改善され，R公共支出のなかで大きな額を占めている諸支出項目を削減し，かくして
③赤字の拡大を伴わない，効率的な公共投資を増大させることも可能になるであろう。
スペイン経済は，世界経済の新しい状況にたいする調整プロセスのなかにある。そうし
た適応の速度と成否は，その経済が新しい剌激にたいしてどのくらい柔軟に反応できるの
か，その能力の如何にかかっている。無気力で，硬直的で，そして官僚的だというスペイ
ン経済の伝統は，そうした柔軟性の妨げとなり，諸調整を長引かせ，またそれらに伴う社
会的コストを大きくしている。あらゆる分野により大きな柔軟性をもたらし，そして経済
全体にたいするセクト主義的な諸政策の影響を検討することは，それゆえ，懸案の諸困難
を克服するうえで何よりも必要なのである。
2. 生産，需要，物価，雇用
2. 1生産
スペイン経済の国内総生産GDPは， 1981年に実質で0.3形， 〔市場価格で評価した〕
名目では13.4%成長した。実質成長率が〔1980年の1.2%から〕低下したのは， 農業シー
ズンの悪い結果に起因しており， そうした結果は第一次産業の総付加価値のひどい後退
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〔1980年の8.9彩増に対して， 1981年には11%減〕に反映された。だが，その他の部門
ー工業，建設業，そしてサービス業一の実質GDPの伸び率は， 1980年の0.6%から
1981年には1.1彩へわずかに加速したのである。工業と建設業の総付加価値は，ー一後者
の場合， 1975年に始まった長い低下プロセスからやっと脱出して一ー前年とおなじ水準に
安定していたものと推定される。サービス部門の実質成長率は， 1980年の1.6彩から1981
年には1.8彩へ若干改善された。
2. 1. 1 第一次産業
第一次産業の実質付加価値は1981年に11彩も後退したが，このことから， 1980年の上記
の数値 (8.9彩増）の動きとは本質的に異なる変化が生じたものと推測できる。この1980
年に第一次産業の GDPの実質成長率は， スペイン経済全体のGDPの成長にたいして
0.7ボイント貢献したのに， 1981年のその寄与度は一0.8ボイントになったのである。第一
次産業を基本的に構成する二つの分野について， 1981年に①農業サプセクターの付加価値
は，実質で12彩低下したが， ②漁業サプセクターのそれは， 前年と同じ水準で安定して
いた。
気象条件が非常に悪かったため1981年に， 農業総生産と最終生産はそれぞれ実質で7.3
彩と8.1彩低下した。スペインで農業収穫は毎年つよい気象条件の影響を受けているとは
いえ，農業最終生産のこれほど大きな年間の後退は， 1965年〔ー4.8彩〕以降記録された
ことがなかった。このことは，中間投入財の消費が前年の水準に維持されたことと相まっ
て，農業実質付加価値の上述の低下を帰結させた〔2-6表〕。このように不利な推移の
ほかに，農業最終生産デフレーターの上昇を超える中間投入財価格の上昇がつけ加わった
ので，農業名目付加価値は後退を余儀なくされたのである。農業所得は1981年に名目で
6.7形低下したが， しかしこの減少は， 社会保障の負担・給付面の非常に重要な影響によ
って可処分所得の段階では〔2.5彩減に〕軽減された。社会保障負担が硬直的であった反
面，社会保障給付は急速に拡大したために，この数年らい「農業社会保障」への移転支払
が急増しており，その支払額は1981年に農業部門の総付加価値の40彩を超えたのである。
雇用者（賃金労働者）の報酬の伸びは控えめであったにもかかわらず農業所得が低下した
ために，営業余剰は一ー前年に記録された改善の後に一ー大きく下落することになった。
農業部門の総付加価値デフレーターは， 1980年に1.2彩低下したが， 1981年には7.5形の上
昇を記録した。
農業生産の低下は，農耕〔14.6劣減〕に局限されており，牧畜生産〔0.4%増〕は事実
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2-6表農業部門の主要なマクロ指標
実質変化率
農業 農業最
悶アフレ：ご部門外 遡中プ•費間フ財レ 総螂品付加[ ＂プフレ畠ーでの総生産 終生産 ーター 支出 ーター ター
. 1978 5.1 5.8 12.0 11.0 0.1 3.0 12.3 7.1 12.1 
1979 -0.8 -0.9 9.1 -3.7 3.2 4.6 1. 9 -3.3 8.1 
1980 6.9 7.2 4.1 13.2 1.4 4.1 17.0 8.9 -1.2 
1981 -7.3 -8.1 12.9 -14.6 0.4 0.3 21.4 -12.0 7.5 
一参考—―
絶対額*11.941.611.547.41 -I 805.21651.31 661.91 - 1 927.1 1 
出所〕 Ministerio de Agricultura, "Cuentas del sector agrario" No. 6, 1981と
"Boletin Mensual de Estadisticas Agrarias." 
*〕 1981年〔単位： 10億ペセタ〕
上， 80年とおなじ水準に維持された。 1980年に始まった長い旱魃と1981年上半期の（異常
な）高温によって，とくに早生栽培地帯における非灌漑農作物に決定的な影響があらわれ
たり，柑橘類の開花にも深刻な被害が及んだ。その結果，穀物や豆類の収穫が劇的に減少
し〔2-7表〕， また若干の果物一ーオレンジと温州みかんーーやオリーブ〔油〕にも著
しい減収が生じた。ぶどう酒の生産は1980年前後に減産が記録されたとはいえ，灌漑地帯
の多数の農産物収穫がそうであったように，平年並みと見なしうる。柑橘類以外の果物類
一およびレモン一ーは1981年に，より際った生産の伸びを記録したが，しかしこうした
グループのすばらしい成果や産業（素材）植物の好成績も，その他の収穫の大幅な低下を
わずかに緩和するだけであった。旱魃がひどくて農耕の推移は好ましくなかったが，牧畜
生産へのその影響はあまり大きくなく，この生産は，すでに指摘したようにごくわずかな
伸びを記録した。あらゆる種類の食肉生産は，ーー1彩の減少を記録した牛肉生産を除け
ば一ー1981年に増加した〔2-7表〕。そして鶏肉と豚肉のような場合， その増加は大幅
であった〔1)。 ミルクの生産は前年と同じであり，卵の生産はわずかに増えた。 とはい
え旱魃の結果，牧畜業で保有されている家畜数が減少したために，これら若干の生産に見
られた拡張効果は減殺され，またこれらの生産とその価格の将来の推移にも悪影響が現れ
1〕しかしながら，各種の鳥肉生産の統計数値が修正されたために， 1981年の数値の意義
は減じられる点を指摘しなければならない。
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2-7表農業生産： 1980年~81年
戸に占 面積 生産高単 O位Oha： 増加率〔彩） 単1, 位・1, 0 . 000ト・ 増加率〔彩〕
める彩 〔1981年〕 1980/79 1981/80 〔ン1981年〕 1980/791 1981/80 
1. 農耕生産
穀物
小麦 5.3 2,623 5.8 -2.8 3,356 47.9 -44.4 
大麦 5.9 3,415 0.8 -4.5 4,709 39.2 -45.9 
とうもろこし 1. 9 436 -2.8 -4.0 2,162 4.6 -0.6 
米 0.5 69 -1.5 1.5 441 1. 4 1.8 
豆類
いんげん（豆乾物） 0.3 132 -7.7 0.8 80 -19.0 -1.2 
エジプト豆 0.2 83 -13.5 -7.8 34 -6.2 -44.3 
食用油 3.0 ． ． . 
オリーブ油 ． 1, 9認〔a〕 -0.3 . 253 3,0 -43.3 
ひまわり油 ． 708 4.6 6.0 298 -2.4 -39.4 
産業（素材）植物
砂糖大根 1. 4 220 10.2 20.2 7,844 34.8 13.6 
綿花 0. 7 68 26.0 7.9 190 48.8 0.5 
野菜
トマト 1. 7 59 -4.7 -3.3 2,041 -2.6 -4.9 
たまねぎ 0.7 32 3.2 0.0 1,045 1. 7 15.3 
ニンニク 0.6 32 -15.0 -5.9 153 0.5 -27.8 
果物
オレンジ 1. 3 128 〔a〕 3.2 . 1,431 -4.1 -15.8 
温州みかん 0.9 49(a) 2.1 ． 725 12.8 -20.0 
りんご 1.0 6紅a〕 -3.1 . 1,064 -19.2 14.3 
アーモンド 1.1 564 〔切 1.4 . 310 17.8 37.8 
，ぶじ10ぶゃど万がどうリ臼いうッ涵こも食ト用ル〕］ 
0.5 8紅a) 0.0 . 490 -10.8 -7.2 
4.4 ． . ． 33,306 -12.0 -21.5 
3.3 341 0.0 -3.9 5,604 1.8 -2.3 
2. 牧畜生産
食肉数訳ー（枝ト：〔牛付肉b)肉，け卜1,000 
. . . 2,609 4.8 6.7 〔c)ン〕
噂ウエ され 20.4 . ． ． . 5.2 4.5(c〕
5.6 . . . 405 6.9 -4. 〇〔C〕
羊肉 2.9 . ． ． 129 4.9 1. 9 〔c)
豚肉 6.3 . . . . 1,029 5.0 4.3 〔c)
鳥肉 4.2 . . . 902 3.3 16. 9(C) 
兎肉 1. 4 . ． ． 127 6.2 7. 7(C) 
牛 [1001万00ート万リスルダッ） 6.8 
. . ． 5,889 3.7 〇.3〔C〕
たまご〔 3.4 ． ． . 889 -11.0 0.7 
出所〕 Ministerio de Agricultura. 
討望靡誇昌贔）食肉生産を， 1980年の生産額でウエート付けしたもの。
り 1981/1980の増加率は， 1月~10月期に対応している。
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るであろう。牧畜生産にたいする旱魃の影響を軽減するために，飼料の消費を増やさなけ
ればならなかった。しかし旱魃が飼料の生産（増）に及ぼした影響は，それほど大きくな
かったのであるが， このことはまた，（部門外との取引にまだ）組み込まれていない牧畜
がスペインの食肉生産において並外れたウエートを占めていることを明らかにしている。
中間投入財の消費全体の平均増加率〔1981年に0.3%〕は， これまでよりも低かったが
しかしその推移は， 農業生産のそれとは根本的に異なっていた〔2-8表〕。飼料やエネ
ルギーの使用料と機械類の保守費が1981年に増加した反面，肥料，種子，植物の防虫・殺
菌剤への支出は低下した。 1981年のこうした中間財消費の推移のかなりの部分は，不利な
気象条件ー一このような場合，飼料が大量に消贄されるのに対して，稲子，肥料，それに
防虫・殺菌剤はあまり利用されない一ーによって説明されるが， しかしこれら（後者）の
相対価格の上昇も部分的に影響力を発揮したのである。
中間財消贄デフレーターは農業最終生産デフレーターを上回って上昇したが，このこと
は，この両変数の実質増におけるすでに指摘した対照的な動きとも相まって，最終生産に
占めるこの中間財消費のウエートに大きな高まりを記録させることになった〔 2-5図を
みよ〕。 1981年にそうしたシェアは43%にのぼり，一この比率はEEC諸国に比べると
まだ劣っているとはいえーーその格差はこの数年来かなり縮まってきた。
1981年に農家受取価格は，ーー 2年前のそれよりもかなり高い伸びに相当する一~平均
で12.8%上昇した。 81年に農家支払価格指数は前年とほぼ同じ18.7%の上昇を示したが，
2-8表農業部門外での支出〔中間財消費〕
1970年の不変価格で計った実質変化率
11970c-197411974~19791198゜〔a〕1 198託a〕
1. 種子・苗木〔3.3%〕 2.8 -6.0 2.2 -1.8 
2. 飼 料〔48.6形〕 8.2 5.9 2.4 2.8 
3. 肥 料〔14.9%〕 5.4 2.2 1.1 -9.6 
4. エネルギー〔9.9彩〕 7.3 4.0 -0.5 3.0 
5. 機械類の保守費〔12.2%〕 7.9 4.4 1. 2 2.5 
6. その他の支出〔11.1形〕 5.1 4.0 3.7 -1.6 
7. 総中間財消費 1.0 4. 5 2.0 0.3 
8. 農業最終生産 5.9 2.2 ?.2 -8.1 
出所〕 Ministerio de Agricultura, "Cuentas de! sector agrario, No. 6." 
り 1980年は暫定値で， 1981年は予測値。
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これはまた，生産手段関連項目の大きな伸びに対応しており，なかでも肥料と機械化によ
る経費増—1980年12月から81年12月にかけて，それぞれ31.4彩増と 29.6彩増ーが際立
っていた。
就業者一人当たり生産性が鈍化した時期に，中間財消費のコスト圧力が高まったために
2-5図 農業部門の主要なマクロ指標の推移
300 
280 
260 
240 
220 
200 
180 
160 
140 
120 
?? ?
??
?
???
??
?
―?ー ?
?
ーー
?
．?
?
? ?．? ?
ー
．?•• 
• ? ?? ? ?． ． ?
． ． ???． ． ?
?
． ． ?． ． ?
??
．?． ． ?
?
?
?
?
?
?
??
． ． ?． ． ?． ． ?
??，
． ． ． ． ?
?．
?
． ． ． ?
??―
?
． ． ?
??
?
． ． ?
?．?
??
??
?•• ?、??
••• 
』?．
?． ． ?
? ????
?
•• ，?． ． ． ． ?
? ?
?
??
． ． ??」?ー
220 
200 
180 
140 
120 
100 
1964 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 
2-9表農業価格
1. 農家受取価格〔a〕
2. 農家支払価格〔a)
2.1. 経常的生産手段
2.2. 租税・金融コスト
2.3. 投資
3. 農業での日当
出所〕 Ministerio de Agricultura. 
a〕年間指数。
1980/1979 
彩
3. 1 
18.4 
22.5 
5.5 
12.7 
13.2 
変化率
1981/1980 
% 
12.8 
18.1 
22.7 
3.9 
12.2 
11.9 
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農業部門の収益性は，賃金（コスト）が抑えられたにもかかわらず低下した。そうした影
響は1981年に，凶作のせいで一段と強まったのである。そのことは，①一定の中間投入財
—たとえば（軽油などの）燃料ー一の使用にたいする補助金を増額し，®(農産物）規
制価格の引上げを実現しようとする一連の圧力を生じさせた。またそうした圧力が据酌さ
れればされるほど，エネルギー価格の上昇とインフレ圧力の増大によって課された新しい
状況にたいする農業部門の調整に，明白な遅れがあらわれた。
上記の①にかんして次の点を指摘しなければならない。つまり，例えば（軽油などの）
燃料の使用にたいする補助金が，農家支払価格の勘定外におかれればおかれるほど，その
支払価格と受取価格の関係は，相対価格を介して上記の生産諸要素を節約させるよう作用
している真の圧力を反映できないのである。かくて，農業におけるエネルギー製品の利用
度の高まりは，原油に記録された高騰を価格やコストをつうじて効果的に反映させるのが
遅れたことから，おおかた説明できる。
石油価格上昇によってスペイン経済に課された，実質所得の喪失という帰結を回避しよ
うとする農業部門の企てと，スペイン経済全体にとっての実質交易条件の悪化から，イン
フレ圧力が増大したのであるが，それは， 1981年の農産物・食料品価格の動きや， 1982年
のそれらにかんする現在の見通しに反映されている。
これまでの説明にしたがえば，問題の所在は，農業所得水準の決定にあたって農業価格
政策の伝統的な利用を強化している点にある訳で，その所得水準は，インフレ圧力を高め
るだけでなく，さらに農業資源の利用に歪みをもたらし，そして金融システムやスペイン
経済全体にたいする農業部門の圧力を増大させているのである。生産と需要の関係や国際
市場の推移にかかわりなく決定される若干の（農産物）価格の硬直性は，さもなければ他
の作物一~たとえばパン製造用小麦の代わりに飼料用穀物一ーに振り向けることが出来た
であろう資源の濫用と，余剰農産物の増大ー一これは，①そのストックのファイナンスや
②それの下級製品への〔損失を伴った〕加工もしくは輸出にたいする補助金に，資金を割
り当てることを余儀なくさせる—一ーをもたらした。結局，これらはすべて，予算措置が講
じられた場合は直接的に，規制（管理）当局がスペイン銀行への（資金）依存度を高める
場合は間接的に，公共部門の赤字に影響をあたえることになるが，後者の場合スペイン銀
行は，その後一一債券や預金証書の受入れをつうじて一＿利潤を減じ，そしてその赤字を
最終的に増加させたのである。
公共部門の赤字にたいするこうした影響のほかに，農業部門の低い租税圧力（租税プラ
ス社会保障費/GDP)と「農業社会保障」の赤字増を生じさせた影響が存在している。
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農業人口の際立った老齢化から，年金支給の急増に繋がる非常に大きな退職者のながれが
発生した。このことは，農業部門での社会保障負担が硬直的で不十分であることとも相ま
って， 1981年に3900億ペセタにのぼる高額でしかも増大する赤字を生み出したが， それ
は，農業最終生産の25%に，また農業部門の総付加価値の40%に相当しているのである。
2.1. 2 工業
1981年の工業部門の総付加価値は，前年の実質的な水準で安定していたと推定される。
つまり工業活動は引き続き停滞したのであるが，そうした状況は， 1979年に始まった連続
的な原油価格上昇の第二期（第二次石油ショック）の特徴であった〔工業付加価値の年平
均成長率は， 1979年~81年期に推定で0.4%にすぎない〕。同時に工業製品価格の大幅な鈍
化が生じ，工業GDP〔要素費用表示〕デフレーターの上昇率は， 1980年の13.5%から81
年には10.5%に低下したと推定される。
外国（輸出）部門が剌激を受けたにもかかわらず，①国内支出は低下し，②外国部門の
企業が維持していた在庫水準が調整されたために，工業生産指数に一 1%の後退を伴った
総生産の減少が生じたのである。だが，中間財消費の削減が一層大きかったので， 1981年
に工業付加価値は安定的に推移した。このような〔ありうべき〕中間財の消費動向____:__そ
れは部分的に， 1981年に一次エネルギーの消費が削減されたことから確認される—は，
中間財の実質コストが上昇した結果あらわれたものである。 こうした上昇は， この数年
来，最高の原油価格を工業でのエネルギー投入の実質コストに転嫁させてきた当局の価格
政策の結果，エネルギー製品の場合とくに大幅であった。工業部門における価格の鈍化と
弱々しい実質成長は，非農業分野全体において豊かさと雇用を生み出す活動としての工業
がスペイン経済でもウエートを減じつつあるという一~すでに数年前から他の OECD 諸
国で観察されたープロセスが， 1981年に継続していたことの証左である。
工業分野別にみると〔2-11表〕， 工業生産指数を構成する分野のうち「エネルギー」
と「非エネルギー鉱業と化学工業」の成長が1981年にふたたび際立っていた反面，その他
の製造業では生産活動の低下が見られた。こうした推移は，石油危機の当初から続いてい
る一般的な傾向の一環をなしている。いろいろな工業分野の生産量と価格の全体的な推移
にかんする簡単な分析〔2-7図〕によれば， 1980ip~81年期に工業生産指数の分類のう
ち1類＝「エネルギー」に含まれる活動全体は，その価格上昇に剌激されて生産量が増え
た結果，工業生産価値にしめるシェアをかなり改善させたことが分かる。 2類＝「非エネ
ルギー鉱業と化学工業」はみずからのボジションをほぼ維持し，そのなかで化学工業のウ
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2-6図工業にかんする主な指標
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出所〕 Ministerio de Industria, Ministerio de Economia y Comercioおよび
INE. 
a〕生産予測と完成品在庫〔ただし符号を変えたもの〕に対応する諸結果の算術平均。
142 
スペイン経済： 1981年（上）一スペイン銀行「年次報告」より一（楠） 1005 
エートはわずかに上昇した。 3類＝「金属加工（・精密機械）」 と4類＝「その他の製造
業」は， 1980年~81年期の最気後退の影響をもっとも強くこうむった分野であった。しか
し，この3類と 4類に含まれるいくつかのグループは，平均を下回る価格上昇のもとで達
成された物的生産量の拡大をつうじてみずからのボジションを改善した。こうしたグルー
プに含まれるものとしては，一般機械・機械設備製造〔32〕，輸送機器製造〔38〕，精密機
械・光学器具などの製造〔39〕そして紙•印刷・出版業〔47〕が挙げられる。 自動車製
造〔36〕，繊維工業〔43〕， 皮革製造業〔44〕，履物・衣服(.その他の繊維製品製造業）
〔45〕，木材・コルク製造業〔46〕， そしてコンピュータを除く電子機器製造業〔35) とい
った，より伝統的な製造業に対応する諸グループは， 1980年~81年期に生産量と価格の
低下を伴って，より明白にみずからのボジションを低下させたのである。
製品の用途別分類にしたがって工業生産の推移をみてみると， 消費財〔ー3.5彩〕と中
間財〔ー1.0彩〕の項目が1981年に際立って後退したのに対して，プラント生産は8.1彩成
2-10表工業の主要な指標
—建設業を除く一一
I 1979 
1. 実質付加価値〔国民経済計算による〕 0.6 
2. 雇用〔EPAによる厳密な就業者〕 -2.8 
3. 就業者一人当たり生産性〔3=1/2〕 3.5 
4. 生産能力の利用（稼働）率 80 
5. 工業生産総合指数 0.8 
ー製品の用途別分類ー一
5.1. 消費財〔35.8%〕 0.9 
5.1.1. 食料・ 飲料・たばこ 5.9 
5.1. 2. その他の消費財〔工業製品〕 -1.2 
5.2. プラント〔14.1彩〕 -9.5 
5. 2.1. 金属装置・ボイラー類 -3.7 
5.2.2. 輸送機器 -10.2 
5.2.3. 一般機械• その他 -10.6 
5.3. 中間財〔50.1彩〕 2.9 
5. 3.1. エネルギー 6.7 
5.3.2. 建設資材 -4.1 
5.3.3. 非エネルギー鉱物の掘採と化学 3.7 
5.3.4. その他の中間財 2.4 
出所〕 INEとMinisteriode Industria. 
成長率
I 1980 I 1981 
0.5 0.0 
-3.6 -4.4 
4. 1 4.4 
79 ?9 
1.2 1.0 
1.1 -3.5 
0.6 4.1 
1.3 -6.8 
2.9 8.1 
0.7 1.6 
-0.6 -1.1 
5.1 14.0 
1.0 -1.0 
7.2 3.1 
-1.3 -0.1 
3.4 0.4 
-3.2 -4.5 
143 
1006 闊西大學『縄洞論集」第40巻第5号 (1991年1月）
2 -11表工業生産指数〔1972年ベー ス〕
一建設業を除くー一 変化率
叫函:11979 1980 -1981 
平均 /1978 /1979 /1980 
1. エネルギー〔7.4%〕 4.9 6.7 7.2 3. 1 
1.1. 固体燃料の掘採と加工 7.4 7.9 24.2 18.6 
1. 2. 石油掘採 -10.4 40.1 41. 3 -22.6 
1.3. 石油精製 -1.6 0.0 2.7 -4.0 
1. 4. 放射性鉱物の掘採 39.8 20.4 21. 7 -30.3 
1.5. 電気・ガスの生産 5.2 6.8 3.3 0.2 
2. 非エネルギー鉱業と化学〔22%〕 1.6 1.6 1.4 〇.7 
2.1. 金属鉱物の掘採と加工＊ -0.6 0.9 ・28.1 12.4 
2.2. 金属の生産と一次加工 -0.1 2.7 6.1 -0. 7 
2.3. 非エネルギー非金属鉱物の掘採 3.7 -1.2 0.0 1. 6 
2. 4. 非金属鉱業 0.2 -5.1 -3.3 -2.2 
2.5. 化学工業 4.2 5.0 -1.4 2.2 
3. 金属加工・精密機械〔27.3彩〕 -1.1 -8.0 3.4 -3.2 
3.1. 金属製品製造〔一般機械と輸送機器を除く〕 -0.2 -2.6 1. 5 -2.2 
3.2. 一般機械・機械設備製造 -5.3 -14.8 12.5 9.0 
3.3. 事務用機器製造 2.0 -0.7 -16.6 -23.9 
3.4. 電気機械・機材製造 -2.4 . -7.4 -2.0 4.8 
3.5. 電子機器製造〔コンピュータを除く〕 1. 9 -21.4 2.2 -3.4 
3. 6. 自動車製造 7.3 -2.2 4.2 -16.5 
3. 7. 造 船 -11. 2 -11. 7 -13.1 3.3 
3. 8. その他の輸送機器製造 -15. 7 -18.1 30.7 11.1 
3.9. 精密機械・光学器具などの製造 -13.6 -31.1 62.3 -18.8 
4. その他の製造業〔43.3%〕 3.0 4.0 -1.6 -1.9 
4.1. と4.2. 食料・飲料・たばこ 5.2 5.9 0.5 4.1 
4.3. 繊維工業 0.5 5.9 -3.1 -9.3 
4.4. 皮革製造業 10.7 -3.5 -28.0 26.2 
4.5. 履物・衣服• その他の繊維製品製造業 0.2 -3.1 -9.0 -10.2 
4.6. 木材・コルク製造業 1.6 3.6 -4.9 -6.1 
4. 7. 紙•印刷・出版業 3.1 8. 7 15.5 -2.6 
4.8. ゴム・プラスチック製品製造業 4.6 6.9 -2.4 0.7 
総合指数 1.9 0.8 1.2 ・-1.0 
出所〕 INE. 
＊〕この項は，原文では「非金属鉱物の掘採と加工」となっているが， 本誌39巻6号，
p. 252の訳注で説明した理由により，上記のように改めておく（訳者）。
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長したことが分かる。消費財に見られた低下ーーそれは，総合指数のマイナスの変化に最
も大きな影響をあたえた一ーは，食料品以外の消費品目の後退に起因していた。プラント
が伸びたのは「一般機械• その他」のグループで記録された成長の成果．であって，これに
よって「輸送機器」グループで生じた後退が埋め合わされたのである。最後に， 1981年に
輸出向けの工業生産分野で一一ー（とくに）食品工業，建設資材，エネルギー製品，そして
鉱業一般からなる品目のたいへん意義深い増産を伴った一大きな伸びが記録された。
, 1981年をつうじて工業活動がたどった特徴的な推移のなかで〔2-12表〕， 1981年下半
期に工業生産指数が示した大きな後退が際立っていた。こうした推移は，同年後半に消費
財生産が強く低下したことと，第W四半期に投資財生産が低下したことに起因していた。
逆に中間財の生産は， 1981年上半期に後退した後，第II~N四半期に控えめだが持続的に
成長したのである。
企業実態調査による質的指標は，工業生産指数が示すものとは必ずしも首尾一貫しない
推移をあらわしている。周知のように，需要の全般的な状況をおおいに反映しているこの
質的指標は，工業生産指数が後追いする景気循環の推移にむしろ「先行する」性質をもっ
ている。これらの指標のいくつか一一具体的にいえば，受注残高予測，各種の生産予測，
在庫水準と在庫予測，そして価格予測といったおおむね大いに景気「先行型」の指標—
は， 1980年前半に循環の最低点を記録しており，このことは工業生産指数の回復を予告し
ているように思えた。そしてこの回復は， 198吟三第w四半期にその指数が上昇したことに
よってある程度確認されたのである。しかし， 198哨三後半における短い回復の後に，上記
の質的指標は1981年初めの数力月間ふたたび低下して，同年第1四半期に新たな最低点に
達した。そうして， その年の下半期には，上記の諸指標に改善が見られたにもかかわら
ず，それらは工業生産指数の推移には反映されず，この指数は1981年後半に年率で一1.4彩
のあらたな後退を示したのである。より高い活動のリズムを支援する諸条件がそろったよ
うに思えたこの時期に，工業生産が下向きの推移をたどった原因は，企業が手持ちの在庫
を取り崩した点に求められる。この削減は， 1979年に始まった景気後退局面を長引かせ，
また81年の不況を深刻にしたのである。将来の成長にたいする期待の下方修正と高い利子
率も，望ましい在庫水準を引き下げるうえで重要な役割を演じたに違いない。在庫の推移
にかんする手元の乏しい数量的統計から， 1981年末の在庫水準〔前年同期比〕は，自動車
産業，セメント，鉄鋼，化学繊維，そして原油において低下したことが分かる。 ． 
1981年の産業政策で最も際立っていたのは，①産業再編の側面と，②全国エネルギー計
画PEN(1979年）の見積りを一ー予定された投資の遂行という点で，またエネルギーの
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2 -12表 工業にかんする主要な指標の四半期ベースの推移〔a〕
成長率
1980 1981 
第 w 第 II第 111mnrl第 w
四半期四半期四半期四半期四半期
1. 工業生産総合指数 9.0 -6.9 3.4 -2.9 -3.0 
1.1. 消費財生産 -0.6 -5.4 1. 4 -16.9 9.2 
1. 2. 投資財生産 36.3 7.2 9.1 15.9 -31.9 
1. 3. 中間財生産 12.3 -5.l -3.5 2.3 5.8 
2. 電力消費 10. 5 -7.5 -1.6 u -10.6 
3. 生産能力利用（稼働）率〔彩〕 79 80 7 19 ?9 
出所〕 Instituto Nacional de Estadistica,'Ministerio de Industriaおよび UNESA.
a〕生産能力利用（稼働）率を除いたその他のすべての指標は，限られたサンプルに
よる，季節調整値である。
生産と需要の改編という点で—―—実行にうつす側面であった。
産業再編に関する勅令〔1981年6月5日，法令9号〕によって，工業生産機構の改善政
策を採るための一般的な行動の枠組みが設定された。各部門レベルにおける企業家と労働
者の交渉や，行政の側での一連の財政・金融措置や労働対策の実施は，この勅令で企図さ
れた産業政策の主要な側面である。 1981年に，設定された諸条件の枠内で，総合製鉄業，
特殊鋼，繊維，家電〔（冷蔵庫・食器洗い機・洗濯機など）「白系統」の家電〕， 自動車関
連の電気部品，そして造船といった諸部門が，産業再編対象として採り上げられた。
2-13表には，再編措置の対象となった会社の数，生産額，そして総雇用数が示されて
いる。採り上げられた諸部門が互いた異質であるために，用いられる具体的な措置もまち
まちである。しかしながら大半の部門は，大きな過剰生産能力を有している点に特徴があ
り， 現在ならびに将来の予想される需要推移にその能力を適応させるためには，過剰分
を取り除かねばならない。おそらく，こうした事実にかんする適切な認識が若干の部門の
再編に着手する際に欠如していたことと，必要な人員調整にいかなる場合にも手心を加え
ようとしたことから，採られた諸措置にとって高い金融コストが結果として伴っている。
これらの措置は， しばしば非常に疑わしい将来性しか持たない活動分野に大量の資金を固
定化しており一ー1981年~83年期について予想される公的信用（供与）は3000億ペセタに
のぽり，公的（信用）保証は1000億ペセタに達し，そして製鉄と造船部門の公企業の損失
をカバーするための資本出資は800億ペセタを超えている一ー， それゆえ将来の需要の推
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2-7図 各工業生産の平均成長率と製品価格の平均上昇率〔a〕
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a〕各点に付された数字は，工業生産指数と工業価格指数にかんする各中分類〔一桁
の場合〕もしくは各小分類〔二桁の場合〕をあらわしている。
移や生産コストの推移に照らしてもっと適切な生産分野で，就業機会を創出できる可能性
を狭めているのである。
1981年のエネルギー政策の基本的ガイドラインは，①石油依存度を低下させ，®固有の•
エネルギー源の利用度を高め，そして⑧一次エネルギーの需要全般を削減することであっ
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2-13表産業再編の対象部門
、ー1980年の生産と雇用ー一
I 会社数 I〔生10億産ペセ額タ〕I従業員数 I 人3員年削間減数の
総合製鉄業 3 195 43,000 9,000 
特殊鋼 7 70 21,400 6,600 
造船 29 90 40,000 8,000 
大造船所 2 60 25,000 5,000 
中小造船所 27 30 15,000 3,000 
繊維 7,210 746 420,000 40,000 
家電〔白系統〕 13 77 23,000 6,000 
自動車の電気部品 2 20 7,416 1,620 
合 計 7,264 1,198 554,816 I 11,220 
出所〕 Ministerio de Industria. 
た。本章の「概要」で述べたように， 1981年の成果は， 1980年に比べて一次エネルギーの
消費が1.6彩低下したことを一ー他の側面とならんで――示している。1981年の石油（消費）
比率は，前年の67.6彩から64.,6彩〔推定〕に低下し，また石炭の当該比率は19彩から23彩
に上昇した。エネルギー自給率は1980年の29.9彩から1981年には33.6彩に高まった。この
事実は，原子力発電のかなりの増加が期待されたものの水力発電が非常に落ち込んだ年に
生じたが故に， より一層重要なのである。 1981年にエネルギ一部門で実現された投資額
〔推定〕は約55~0億ペセタであり，さらに1982年~84年にかけて約 1 兆800雌ぼペセタの新
規投資が遂行されるものと見込まれている。そのうちほぼ70彩は，電力部門一一具体的に
は原子力発電所と石炭（火力）発電所一ーで実行されようとしている。
2.1. 3建設業
・1981年に建設部門は，活動水準全般のわずかな後退と実質付加価値全体の停滞を記録し
た。こうした比較的ましな成果は，とくに公共事業に見られた大きな伸びに起因していた
反面， 住宅（建設）投資と産業用建設はあらたに低下した。 この年に「全国住宅計画：
.1981年~83年」 (3カ年計画）が実行に移され， 住宅融資の公約がおおむね果たされたの
であるが，その部門の実際の活動に十分な効果が現れるのは1982年以降のことであろう。
建設部門の活動を代表する主要なマクロ経済指標の1981年の動向は，従来ほど悪くはな
；かった〔2-8図と 2-14表をみよ〕。総建設投資は0.5彩ほど低下した反面，付加価値は
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前年の水準で安定していたものと推定される。この生産と付加価値の推移における差異
は， 6.2彩というセメントの見掛け消費の大幅な低下が示唆しているように， おそらく
1981年に中間財消費に記録された大きな後退から説明できるだろう。雇用の激しい低下
〔ー 7.6彩〕 とその結果生じた生産性の向上は， 公共事業のウエートの高まりを伴った生
産構造の変化と，いろいろな分野の建設活動でこの数年らい記録された生産性の向上とに
大いに関連しているように思える。
公共投資額の推移と住宅投資支出の推計値から，建設部門を構成する各分野で非常に異
なった動向が識別できる。つまり，住宅投資は約4.5%減少したと推定されるが，これは
民間〔助成付きおよび自由な（助成なし）〕住宅の大幅な実質減〔ー5.8%)に対応してい
る。 というのも（政府）直営の助成付き住宅建設は， 意味のある伸びを示したからであ
2-8図建設投資〔国民経済計算による〕
ー 1970年価格で計った実質成長率―
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出所〕 INEと Bancode Espana. 
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2-14表建設にかんする主要な指標
変化率
1974~ I 
1979 1979 I 1980 I 1981 
国民経済計算
1. 総資本形成 -2.6 -4.6 -6.0 -0.5 
2. 付加価値 -3.9 -4.9 -6.5 0.0 
産業活動の総合指標
3. 実質建設工事費〔SEOPAN〕 -2.5 -5.0 -3.6 -2.5 
4. セメントの見掛け消費 -1.2 -5.7 -5.0 -6.3 
公募入札額〔SEOPAN〕
5. 年間増加率〔名目〕 9.0 14.3 25.6 32.7 
6. 年間増加率〔実質〕 -6.5 -0.8 6.7 1. 7 
雇用と生産性
7. 就業者数 -2.0 -5.5 -6.9 -7.6 
8. 就業者一人当たり生産性 -1.9 0.6 3.1 7.9 
建設コスト〔SEOPAN〕
ー 12月~12月の増分ー一
9. 総コスト指数 16.7 15.2 19.2 18.8 
10. 賃金コスト指数 23.3 14.2 19.0 14.3 
1. 中間投入財コスト指数 12.6 15.1 26.6 24.6 
12. セメント 17.5 16.2 33.1 40.9 
13. エネルギー 16.2 25.7 55.8 32.8 
14. 鉄鋼 7.2 10.4 8.5 7.0 
住 宅
15. 着工数 -7.6 -18.6 -2.2 -5.8 
16. 完工数 -6.2 -18.2 0.8 -10.8 
出所〕 Instituto Nacional de Estadistica, SEOP ANおよび Bancode Espana. 
る。公共投資ーーなかでも支配的なのは建設投資である一ーは全体として，実質で24.2彩
増加した。たが，その他の建設一ーそれは非居住用建築と産業用建設に該当する一ーは，
推定で596をこえる低下を記録した。
公共投資の実質増には， 1981年における公共事業入札額の伸び—不変価格（実質）
で， 1980年の6.796増に対して 1.7彩増一ーが結びついていたが．なかでも最も増加した
のは．公共事業（都市整備）省と地方公共団体の公募入札による投資であった。
1981年に建設コストは，中間投入財一ーーとりわけ際立っているのは，セメント，エネル
ギー．およびその他の関連製品一一価格が急騰した〔24.6彩〕結果，前年の19.2彩に対し
150 
スペイン経済： 1981年（上）＿スペイン銀行『年次報告」よりー（楠） 1013 
て18.8彩という非常に高い上昇率を記録し続けた。
若干の例外は別にして，建設にかんする指標は， 1981年後半に上向きもしくはそれほど
下向きでない推移を示した。なかでも大幅な公募入札額の実質増がとくに目立っている。
だが，こうしたより好ましい推移も，＿建設活動の連続的な後退のプロセスに確かに歯
止めが掛かったようだとはいえ＿再活性化が生じたことを意味してはいない。
住宅サプセクターは1981年に， 住宅着工数〔ー5.8%〕， 住宅完工数〔ー10.8〕，そして
住宅建設支出〔ー4.5%〕のすべてにかなりの低下を記録した〔1〕-2-14表と15表，
そして 2-9図と10図をみよ＿。住宅完工数の低下は全般的であったのに対して，住宅
着工数については，公的助成付き住宅が増加して，自由な（助成なし）住宅は減少した。
かくて81年にある程度，公的助成付き（民間および公共）住宅と（政府）直営住宅のほう
ヘ建設活動が再配分された反面，自由な住宅は，同年下半期にその完工数が加速したとは
いえ，全体としてより落ち込んだ状況下にあったことが分かる。しかし， 1981年に実施さ
2 -15表住宅建設にかんする主要なマクロ変数
（単位： 1,000戸）
1978 1979 1980 1981 
住宅建設計画
総計 341.0 36?.1 2?8.8 255.3 
自由な住宅 230.2 244.6 181. 0 146.1 
助成付き住宅 110.8 122.5 97.8 109.2 
住宅着工数
総計 314.4 255.9 250.3 235.8 
自由な住宅 170.1 129.3 118. 7 103.0 
助成付き住宅 144.3 126.6 131.,6 132.8 
住宅完工数
総計 332.6 256.3 262.9 234.6 
自由な住宅 173.6 123.5 136.8 115.9 
助成付き住宅 159.0 132.8 126.1 118. 7 
公的助成付き住宅
建築確認申請件数 114.6 250.9 119. 0 157.9 
建築確認件数 144.3 174.6 136.l 135.2 
出所〕 Ministerio de Obras Publicas y Urbanismo. 
1〕住宅建設支出は，住宅平均価格と一ー・18カ月におよぶ施工期間をもった一一ー住宅着工
数から推定されている。
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2-9図住宅着工数 2-10図住宅着工数
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出所〕 MOPU. 出所〕 MOPU. 
れた工事の絶対額は，助成付き住宅よりも自由な住宅のほうが依然として多かった〔2-
11図をみよ〕。
建設業者による見解〔2-12図〕が示唆しているように， 1891年の住宅着工数の低下
は，長引いた需要の低迷によって基本的に説明できるのであって，資金調達難は，その年
に販売促進を制約する要因として重要ではなくなった。そうした持続的な需要の低迷は， ． 
非常に大量の売れ残り住宅を発生させたうえに，販売価格／建設コストの比率を低下させ
たので，新規住宅の着工は沈滞したのである。現在の住宅需要の低い水準はまた，実質可
処分所得の伸びのたいへん著しい低下と，その将来の推移にかんする悲観的な見通しから
も説明できるであろう。それに加えて，住宅取得に伴う金利負担が一「3カ年計画」に
したがって住宅融資にかなりの利子補給がなされる場合でさえ一一家計に及ぼす重圧を挙
げねばならない。しかし，住宅3カ年計画による追加的な資金供与は，完成して売れ残っ
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出所〕 Banco de Espana. 
a〕住宅着工数と平均18カ月の施工
期間から推計した。
2 -12図
住宅の実態調査〔四半期データ〕
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出所〕 Asociacion Nacional de Promoto-
res Constructores de Edificios, 
"Promoci6n." 
b〕数「四半期」前に完成された，季節
調整済みの住宅ストック。
c〕販売会社の（回答）比率彩。
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た住宅がすでに多数存在するようなそんなタイプの住宅では，あらたな超過供給を引き起
こすかも知れないが，他の分野では住宅需要が発生する余地を高めるであろう。
1980年の「年次報告」で採りあげたように，住宅3カ年計画ー一勅令1980年2455号およ
び通達1980年11月 13 日付による一~では，利子を補給するために民間信用機関とある一定
の取決めが行われ，そして信用システム全体で約1兆3000億ペセタにのぼる融資枠が， 57
万1000戸の助成付き住宅—そのうち 9 万戸は（政府）寵営住宅—を着工するために設．
けられた〔2-16表をみよ〕。そうした住宅を取得するための基準貸付額は， 11彩の利子
率で供与され〔ただし，貯蓄金庫一ー特別規制（対象）貸付係数に含まれない貸付分—
と民間銀行は， 国の一般予算からファイナンスされた 3彩を追加分として補給された〕，
償還期限は12年〔3年の延長可能〕で，結局，この貸付は規格（モジュール）にあった住
宅の70彩をカバーしたものと思われる。
1981年に「3カ年計画」の対象領域は抜本的に拡大された。というのもそれは，助成付
き住宅（取得者）が，供与された総融資額を完済できるように他の諸制度にもに拡大され
〔勅令1610号， 1981年7月3日〕， また一ー当初は10羽Z米まで， その後は120平米までの
有効面積をもつーー自由な住宅にも適用されるようになった〔1981年の勅令1609号，およ
び82年2月12日の同373号〕からである。もっとも，後者の場合，適用される利子率は
—補給金なしの一ー14彩である。助成付き住宅購入にたいする利子補給幅は，最初の 4
年間については3ボイント拡大された〔勅令372号， 82年2月12日〕ことに伴って，その
期間，購入者は8%の利子を支払い，残りの11年間は11%を支払うことになる。最低賃金
2 -16表 「住宅3カ年計画」大綱
融〔100万資ペセタ〕額 着工 0住00戸宅〕 数〔1,
1981 I 19認〔a〕| 1983 1981 I 1982 I 1983 
1. 政府直営 66,200 74,000 83,300 30 30 30 
2. 公的信用 90,300 101,000 113,300 48 48 48 
3. 貯蓄金庫 122,300 156,000 177,000 65 74 75 
4. 民間銀行 71,500 90,000 99,000 38 43 42 
5. 総額 Ia5o.aoo I 421.000 I 412.aoo*i 1s1 I . 195 I 105 
出所〕 Banco de Espana, Asociaci6n Nacional de Promotores Constructores de 
Edificios, "Promoci6n." 
a〕郵便貯金の77億ペセタ分が含まれている。 ＊）原書では453,000.
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2-1? 表 1981年における住宅3カ年計画の実行〔aJ
住宅〔1,0着00戸工〕 数 融〔100万資ペセタ〕額
計画目標 1融資契約 1信用供与 計画目標l融資契約i信用供与
1. 政府直営 30 31. 6 31. 6 66,200 69,400 69,400 
2. 公的信用 48 53.8 53.8 90,300 93,300 93,300 
3. 貯蓄金庫 65 52.5 46.6 122,300 99,000 78,800 
4. 民間銀行 38 38.0 36.8 71,500 71,500 66,700 
5. 総 額 I 181 I 11s. e I 1us. e I 350. 300 I 333. 200 I 30s. 200 
出所〕 Banco de Espana, Asociaci6n Nacional de Promotores Constructores de 
Edificios, "Promoci6n." 
a〕⑲81年12月31日現在。
の2.5倍以下の所得しかない家計は， 助成付き住宅に関する1978年の法令に従って，補助
的な貸付を受けることが出来る。それゆえ，この場合，融資は規格にあった住宅の85彩ま
でをカバーすることになる。個人的経済援助ー一そこには上述の補助的貸付や，受領した
総貸付の割賦金を払うための無利子の貸付が含まれる一ーの諸条件は，通達〔1982年1月
11日〕によって具体化された。新たに導入された要素は， 「3カ年計画」によってカバー
される融資を住宅の改築にまで拡張した点であり〔勅令375号， 82年2月12日〕，工事見積
額の最高70彩まで貸付が行われる。ただし， ー住宅当たり 80万ペセタを限度とし， 貸付
期間は7年で，利子率は14彩に定められた。
1981年に， 「住宅3カ年計画」で年内に建設が予定された住宅の97.2%を着工させるの
に十分な融資契約がむすばれた。そして，実際に供与された融資額は，その93.3彩にのぽ
った〔2-1_6表と17表をみよ）。（政府）直営住宅と公的信用による住宅融資について，当
初予定された目標は突破された。民間銀行は，割当枠（一杯）の融資契約をむすび，実際
に供与されたのは予定額の93.3彩に達した。だが，貯蓄金庫は，とくに（利子）補給付き
貸付用に当てられた融資部分で， 最低のカバー（実施）率を示した。「3カ年計画」の枠
内で1981年に実際に供与された融資額でもって， 16万8000戸の建設と購入をカバーするこ
とが出来た。この総数は， 1981年に実際に着工された助成付き住宅10万3000戸を大幅に上
回っており，その年に着工された全住宅ーー自由な住宅プラス助成付き住宅一の71.6彩
に達している。「3カ年計画」のよりゅとりのある融資枠は，その後 (81年に）なされた
計画対象領域の拡大とも相まって，いくつかの家計所得階層にとって購入の可能性が高ま
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るにつれて住宅需要の向上をもたらした。こうした建設部門のあり得べき改善は，まずは
住宅着工数の増加として，またその後は実現された住宅投資の回復となって現れたはずで
ある。なぜなら，実施される工事の大半は， 18カ月前後の平均施工期間のなかで，着工後
10~15カ月期に集中しているからである。この最後の点は， 「住宅3ヵ年計画」が建設部
門に与えうる最大の活力は一ー82年の融資見通しが保証されているようなので大量の工事
が実行に移されるという形で一ー同年後半から感じ取れるであろうことを意味している。
「住宅調査」の主要な結果によれば， 1981年3月31日現在の住宅総数1476万6049戸のう
ち， 70.3形は居住中の家族用住宅で， 13.5彩はセカンドハウス（別荘など）であり，そし
て16.2彩は空家であった〔2-18表みよ〕。上記の時点に存在した家族用住宅総数から判
断すると， 1970年から80年の間に完工した住宅総数は，住宅完工数の年々の統計から推計
された総数を51万8500戸上回っていたことが分かる。取り壊して建て替えられた新築住宅
を除いた残りの総戸数から， 1970年12月31日から1981年3月31日までの期間に， スペイ
ンで年平均40万0700戸の住宅が（新規に）竣工されたことが明らかになる。空き家の数は
1970年~80年期に大幅に増えたが，このことは住宅市場に大きな不均衡が存在することを
示す更なる証左である。
2-18表スペインの住宅調査
戸数
1970 〔a〕 198託b〕
住宅の種類
1. 家族用〔1=1.1~1.4〕 10,658,882 14,766,049 
1.1. 主たる住居 8,505,251 10,431,751 
1. 2. セカンドハウス 796,185 1,964,285 
1. 3. 空き家 1,137,742 2,370,013 
1.4. その他 219,704 
2. 宿泊施設 54,023 22,806 
3. 集合住宅 23,775 22,136 
4. 総計 10,736,680 14,810,991 
出所〕 Instituto Nacional de Estadistica, "Censo de la Vivienda en Espana. 
Torno I," Madrid, 1976. Primeros resultados de! Censo de 1981 (resultados 
municipales). 
り 1970年12月31日現在。
b〕玲81年12月31日現在。
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2.1. 4 サービス業
1981年にサービス部門の付加価値は実質で約1.8彩成長し， GDPの伸び全体にたいす
る寄与度は1.1ボイントであった。この部門は全体として， この2年来の実績とほぼ同じ
ーーだが，わずかに回復の傾向を伴った一一控えめな拡張の動向を維持した〔2-19表〕。
推計結果によれば，サービス（部門）デフレーターの上昇率は， 198~の14.9彩から1981
年には13.0彩に鈍化したとはいえ，これは他の諸部門のデフレーターの上昇率を上回って
いる。
サービス活動のいろいろな分野が1981年にたどった推移はかなりまちまちであった。実
際，この部門全体で回復が記録されたとはいえ，それは観光にかかわる活動に集中してい
た。かくて好調な観光シーズンを反映して，ホテル業の分野での活動は大きく好転した。
また外国人観光客の数は， 2年来の低下から一変して5.2彩増加したためた，航空運輸に
上向きの影響が現れた。他の分野のサービス活動でもプラスの変化率が維持されたけれど
その率は1980年よりも下回っていた。こうしたグループのなかに，おそらく次のようなサ
プセクターが含まれるであろう。①商業。これは，農業生産の低下と工業の実質（生産）
の鈍化に由来する，思わしくない結果に災いされたに違いない。③不動産業。これの活動
は，住宅完工のリズムが低下したために鈍化した〔総住宅「ストック」は， 1980年の1.8
形に対して1.6彩増加した〕。R金融機関，通信業，そして行政サービス。この行政サービ
ス部門では，前年に比べて雇用の増加がにぶり，その平均賃金〔現物支給などを含む〕も
伸び率を低下させた。最後に輸送全体，とくに海運・鉄道・道路輸送の分野では， 1981年
にマイナスの成長が記録されたに相違ない。
1981年にサービス活動がたどった半期ベースの特徴については，嘆かわしい後退期であ
った1980年下半期よりましであったものの， 1981年前半は全体として低調な状態が続いて
いた，と大ざっぱに言うことができる。 1981年後半には，親光に関連のふかい諸活動が好
ましい動向を示したのであるが，あらかたそのために，サービス生産の全般的活動水準に
一つねに控えめな調子であったとはいえー~ある程度の回復が生じた (2-20表をみ
よ〕。 1981年に（サービス部門において）他の生産諸部門よりも高い実質成長率と価格上
昇率が維持されたということは，ふたたびサービス業がGDPに占めるウエートを高めた
ことを意味している。そして，スペイン経済の総雇用にたいするサービス部門就業者数の
比率も高まったのである。 1973年〔石油危機以前の段階で，純粋に拡張的であった最後
の年〕と79年〔国民経済計算の細分化されたデータが存在する最新の年〕のGDPの構成
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2 -19表 サービス部門の主要な指標の推移
成長率
1979/1978 I 1980/1979 I 1981/1980 
I 一
集計董
1. 実質付加価値〔国民経済計算〕 1. 5 1. 6 1.8 
2. 就業者数 1.0 -0.5 -0.2 
3. 就業者一人当たり生産性 0.5 2.1 2.0 
サービス活動の指標
4. 輸送指数〔a〕 2.3 1.4 -2.9 〔d〕
4. 1. 鉄道輸送
旅客数 •km -0.9 4.5 -17. 〇〔d〕
トン数・ km -3.5 2.2 -2.1 〔d〕
鉄道輸送指数〔b〕 -2.4 3.3 -8.9 〔d〕
4.2. 海上輸送
旅客 2.6 3.3 -8.9 
貨物 6.5 4.6 12.0 
海上輸送指数〔b〕 6.0 4.5 -0.4 
4.3. 航空運輸
旅客 1.7 -7.4 0.9 
貨物 -4.4 -3.4 -0.8 
航空運輸指数〔b〕 0.9 -6.9 0.8 
5. ホテル業
外国人旅行者 -3.4 -1. 3 5.2 
宿泊者 -9.0 -12.4 認.9〔c〕
6. 行政サービス
公共部門の雇用者〔EPA〕 1. 7 3.5 1. 7 
?. 輸送業・ホテル業・公共部門（雇
1.0 1.7 〇.4〔dJ
用者）をウエート付けした指数
出所〕 Instituto Nacional de Estadistica, RENFFおよび Ministeriode Hacienda. 
a〕鉄道・海上・航空の各輸送をウエート付けした指数。
b〕旅客と貨物をウエート付けした指数。
り 1月~8月期。
d〕1月~1項期°
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2-20表サービス部門の推移
一半期ベース＿
1980 
上半期 1下半期
1. サーピス部門の雇用 -1.4 
2. 輸送業〔a〕 3.3 
鉄道 3.8 
航空 -6.8 
海上 2.4 
3. ホテル業
宿泊者 -12.8 
外国人観光客 4.7 
4. 行政サーピス
公共部門の雇用者 3.9 
5. 諸サービス〔b〕をウエート付けした指数 3.8 
出所〕 Instituto Nacional de EstadisticaとRENFE.
a 〕鉄道・航空•海上の各輸送の加重平均。
b〕輸送業，ホテル業，および行政サービス。
り 7月~11月期/1月~5月期。
d〕7月~8月期/1月~2月期゜
-1.6 
-7. 7 
6.2 
-8.5 
-9.9 
-1.3 
-3.6 
2.4 
-2.9 
成長率
1981 
上半期 I下半期
-0.5 1.5 
2.4 -6.4 〔c〕
-21.5 7.9 〔C〕
-0.3 9.9 
13.8 -12 .4 
21. 5 31. 2 〔d〕
0.0 21. 3 
2.0 0.6 
1.8 2. 牝c〕
にかんする分析から，危機の期間をつうじて，経済全体の総付加価値に占める第一次産
業，製造業， そして建設業のウエートが低下した反面， エネルギー産業とサービス業の
比率は上昇した点が指摘される〔2-21表をみよ〕。 このサービス業のウエートはその期
間にほぼ7ポイントも上昇したが，こうした傾向は， 1979年以降のエネルギー価格高騰の
第二波によって引き起こされた新たな最気後退の後，一層強まったに違いない。
上記の比率の上昇は，「販売用（有償）」サービス，とりわけ「商業とホテル業」および
「その他の個人向けサービス」においてとくに際立っていた。そして「行政サービス」
も，その比率を2ボイント上昇させた。同じような推移は，―-EEC諸国における工業
と建設業の推移が，その期間の前半をつうじてスペインにおけるよりもおそらくよりダイ
ナミックであったが故に，あまり目立っていなかったとはいえ―-EEC全体においても
記録された。スペイン経済の他の生産諸部門に比べてサービス業では，より大きな平均成
長率が記録されたにもかかわらず，この部門は石油危機の当初から雇用を純（ネットで）
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2-21表 GDPの各部門別構成
対名目付加価値比彩
1973 1979 増減
1. 第一次産業 10.9 7.9 -3.0 
2. 工業 31. 6 28.6 -3.0 
2.1. エネルギー 2.9 3.3 0.4 
2.2. 中間財製造業 7.1 5.7 -1.4 
2.3. プラント製造業 8.6 8.2 -0.4 
2.4. 消費財・その他製造業 13.1 11.4 -1. 7 
3. 建設業 8.6 7.7 -0.9 
4. サービス業 48.9 55.8 6.9 
4.1. 販売用（有償）サービス 40.6 45.4 1.8 
4.1.1. 輸送業・通信業 6.3 6.8 0.5 
4.1. 2. 商業・ホテル業 16.5 18.8 2.3 
4.1. 3. 金融機関 3.3 4.4 1.1 
4.1. 4. 住宅賃貸業 5.2 4.7 -0.5 
4.1. 5. その他の個人向けサービス 9.3 10.7 1.4 
4.2. 非売（無償）サービス 8.3 10.4 2.1 
4. 2.1. 行政サービス 7.6 9.6 2.0 
4.2.2. 家事サービス 0.7 0.8 0.1 
GDP日~4〕 100 100 
出所〕 lnstituto Nacional de EstadisticaとContabilidadNacional. 
創出してこなかったが，このことは，控えめながら安定的なサービス活動の実質成長率を
維持しつつ，同時にその部門で産出される生産単位当たりの就業者数をスムーズに低下さ
せることが可能だったことを示唆している。
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